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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　厚みが２０～６０μｍであり、
　４０℃～９０℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数がと
もに４０～１００ｐｐｍ／℃であり、
　面内方向のレターデーション（Ｒｅ）が－３～３ｎｍであり、
　厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が０～－３０ｎｍであり、
　全光線透過率が９１～９４％であり、
　２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の弾性率がともに２５００
～４０００ＭＰａであり、
　アクリル樹脂を含み、
　前記アクリル樹脂が共重合成分としてスチレン、核アルキル置換スチレン、α－アルキ
ル置換スチレンからなる群の少なくとも１種を含有し、
　単層であることを特徴とするアクリルフィルム。
【請求項２】
　２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の弾性率がともに２８００
～３８００ＭＰａである請求項１に記載のアクリルフィルム。
【請求項３】
　２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の弾性率がともに２８００
～３７００ＭＰａである請求項２に記載のアクリルフィルム。
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【請求項４】
　厚みが２０～６０μｍであり、
　４０℃～９０℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数がと
もに４０～１００ｐｐｍ／℃であり、
　面内方向のレターデーション（Ｒｅ）が－３～３ｎｍであり、
　厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が０～－３０ｎｍであり、
　２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）の破断伸度が１５～３８％であり、
　アクリル樹脂を含み、
　前記アクリル樹脂が共重合成分としてスチレン、核アルキル置換スチレン、α－アルキ
ル置換スチレンからなる群の少なくとも１種を含有し、
　単層であることを特徴とするアクリルフィルム。
【請求項５】
　２５℃におけるフィルム幅方向（ＴＤ）の破断伸度が１５～５５％である請求項４に記
載のアクリルフィルム。
【請求項６】
　２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）の破断伸度が２０～３８％である請求項４ま
たは５に記載のアクリルフィルム。
【請求項７】
　厚みが２０～６０μｍであり、
　４０℃～９０℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数がと
もに４０～１００ｐｐｍ／℃であり、
　面内方向のレターデーション（Ｒｅ）が－３～３ｎｍであり、
　厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が０～－３０ｎｍであり、
　アクリル樹脂を含み、
　前記アクリル樹脂が共重合成分としてスチレン、核アルキル置換スチレン、α－アルキ
ル置換スチレンからなる群の少なくとも１種を含有し、
　単層であるアクリルフィルムであって、
　前記アクリルフィルムの片端あるいは両端に厚みだし加工（ナーリング処理）部を有す
ることを特徴とするアクリルフィルム。
【請求項８】
　前記厚みだし加工部の凹凸の高さは１μｍ～５０μｍであり、前記厚みだし加工の幅が
１ｍｍ～５０ｍｍである請求項７に記載のアクリルフィルム。
【請求項９】
　前記厚みだし加工部の凹凸の高さが３μｍ～２０μｍである請求項７または８に記載の
アクリルフィルム。
【請求項１０】
　前記アクリルフィルムの製膜幅が１.５ｍ～４．０ｍである請求項７～９のいずれか一
項に記載のアクリルフィルム。
【請求項１１】
　厚みが２０～６０μｍであり、
　４０℃～９０℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数がと
もに４０～１００ｐｐｍ／℃であり、
　面内方向のレターデーション（Ｒｅ）が－３～３ｎｍであり、
　厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が０～－３０ｎｍであり、
　アクリル樹脂を含み、
　前記アクリル樹脂が共重合成分としてスチレン、核アルキル置換スチレン、α－アルキ
ル置換スチレンからなる群の少なくとも１種を含有し、
　単層であり、
　光学異方性層を設けたことを特徴とするアクリルフィルム。
【請求項１２】
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　厚みが２０～６０μｍであり、
　４０℃～９０℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数がと
もに４０～１００ｐｐｍ／℃であり、
　面内方向のレターデーション（Ｒｅ）が－３～３ｎｍであり、
　厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が０～－３０ｎｍであり、
　アクリル樹脂を含み、
　前記アクリル樹脂が共重合成分としてスチレン、核アルキル置換スチレン、α－アルキ
ル置換スチレンからなる群の少なくとも１種を含有し、
　単層であり、
　反射防止層を設けたことを特徴とするアクリルフィルム。
【請求項１３】
　４０℃～９０℃における前記アクリルフィルムの長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の
熱膨張係数がともに５０～１００ｐｐｍ／℃である請求項１～１２のいずれか一項に記載
のアクリルフィルム。
【請求項１４】
　４０℃～９０℃における前記アクリルフィルムの長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の
熱膨張係数がともに６０～１００ｐｐｍ／℃である請求項１３に記載のアクリルフィルム
。
【請求項１５】
　前記アクリル樹脂が共重合成分として、不飽和カルボン酸無水物類を含有する請求項１
～１４のいずれか一項に記載のアクリルフィルム。
【請求項１６】
　前記アクリル樹脂が共重合成分として、Ｎ－置換マレイミド単位、ラクトン環単位、グ
ルタル酸無水物単位、無水マレイン酸単位およびグルタルイミド単位からなる群のうち少
なくとも１種を含有する請求項１～１４のいずれか一項に記載のアクリルフィルム。
【請求項１７】
　面内方向のレターデーション（Ｒｅ）の遅相軸が幅方向を向いている請求項１～１６の
いずれか一項に記載のアクリルフィルム。
【請求項１８】
　プライマー層を有する請求項１～１７のいずれか一項に記載のアクリルフィルム。
【請求項１９】
　前記プライマー層が少なくともセルロース系樹脂を含有する請求項１８に記載のアクリ
ルフィルム。
【請求項２０】
　請求項１～１９のいずれか一項に記載のアクリルフィルムを用いた偏光板。
【請求項２１】
　ポリビニルアルコールフィルム（ＰＶＡフィルム）を有し、
　前記ＰＶＡフィルムの長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数が、それぞれ４
０～９０ｐｐｍ／℃と７０～１２０ｐｐｍ／℃である請求項２０に記載の偏光板。
【請求項２２】
　セルロースアシレートフィルムを有する請求項２０または２１に記載の偏光板。
【請求項２３】
　請求項１～１９のいずれか一項に記載のアクリルフィルムまたは請求項２０～２２のい
ずれか一項に記載の偏光板を用いた液晶表示装置。
【請求項２４】
　ＩＰＳまたはＶＡ液晶を有する請求項２３に記載の液晶表示装置。
【請求項２５】
　請求項１～１９のいずれか一項に記載のアクリルフィルムの製造方法であって、
　未延伸アクリルフィルムをＭＤ延伸および／またはＴＤ延伸する工程を含むアクリルフ
ィルムの製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、低熱膨張係数を有し、液晶表示装置に組み込んだ際温度変動による色味変化が
小さいアクリルフィルムおよびその製造方法、該フィルムを用いて製造した偏光板、光学
補償フィルム、反射防止フィルムおよび液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
ポリメチルメタクリレート（以下「ＰＭＭＡ」と表す）に代表されるアクリル系樹脂は、
光線透過率が高いこと、硬度が高く表面光沢に優れること、耐候性に優れること、複屈折
が発現し難い、ことを特徴とする。このような特徴から、従来より導光板やプラスチック
レンズ等に適用されている。
【０００３】
しかし、力学強度や各種耐熱性（ガラス転移温度、熱膨張係数など）に乏しいため、これ
までは液晶表示装置、プラズマディスプレイ、有機ＥＬ表示装置等に使用される、光学フ
ィルム用途での使用は積極的にはなされていなかった。
【０００４】
これら従来の課題を解決するアクリル系樹脂として、近年、耐熱性を有するアクリル系樹
脂（以下「耐熱アクリル系樹脂」と称する）としては、分子鎖中に水酸基とエステル基と
を有する重合体をラクトン環化縮合反応させることによって得られるラクトン環含有重合
体（例えば、特許文献１）や、グルタル酸無水物単位を含有する重合体（例えば、特許文
献２）、無水マレイン酸単位を含有する重合体（例えば、特許文献３）など、従来よりも
高いガラス転移温度を有するアクリル系樹脂が発明されてきた。しかしながら、これらの
耐熱性アクリル系フィルムであっても依然として耐熱性（特に熱膨張係数）や力学強度は
光学フィルム用途として十分といえるまでは改良されておらず、さらなる耐熱化や力学強
度の改善が望まれている。
特に、光学フィルム用途の中でも、これら従来の耐熱性アクリル系フィルムを液晶表示装
置に用いた場合、液晶表示装置を様々な温度条件で用いた際の色味の変動が大きいことが
問題であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－６３５４１号公報
【特許文献２】特開２００６－２４１２６３号公報
【特許文献３】特開２００７－１１３１０９号公報
【特許文献４】特開２００７－２９７６１５号公報
【特許文献５】特開２００８－５０５５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
本発明者は、液晶表示装置を様々な温度条件で用いた際の色味の変動を生じる原因が、従
来公知の耐熱性アクリルフィルムの有する大きな熱膨張係数に由来するアクリルフィルム
の寸度変動によるものであることを初めて突き止めた。
【０００７】
本発明の第一の目的は、ＭＤ方向およびＴＤ方向の熱膨張係数が低く、液晶表示装置に組
み込んだ際に温度変動による色味変化が小さいアクリルフィルムおよびその製造方法を提
供することである。本発明の第二の目的は、そのようなアクリルフィルムを用いた、偏光
板、光学補償フィルム、反射防止フィルムおよび液晶表示装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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本発明者らは、鋭意研究を重ねた結果、特定の製造方法でアクリルフィルムを製膜するこ
とにより、アクリルフィルムの熱膨張係数を低下させ、耐熱性アクリルフィルムを液晶表
示装置に組み込んだ際の温度変動に対する寸度安定性を付与することで上記課題を解決す
ることを見出した。また、耐熱性アクリルフィルムおいても問題なく応用することが可能
であることを見出した。すなわち、本発明は、以下の構成によって上記課題を解決するも
のである。
【０００９】
［１］ ４０℃～９０℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係
数がともに４０～１００ｐｐｍ／℃であること特徴とするアクリルフィルム。
［２］ ２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の弾性率がともに２
５００～４０００ＭＰａであることを特徴とする［１］に記載のアクリルフィルム。
［３］ ２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の破断伸度がともに
１５～５５％であることを特徴とする［１］または［２］に記載のアクリルフィルム。
［４］ 前記アクリルフィルムが、ラクトン環単位、マレイン酸無水物単位またはグルタ
ル酸無水物単位の少なくとも１種の単位を含むアクリルポリマーを含有することを特徴と
する［１］～［３］のいずれか一項に記載のアクリルフィルム。
［５］ フィルムの膜厚が２０～８０μｍであることを特徴とする［１］～［４］のいず
れか一項に記載のアクリルフィルム。
［６］ 全光線透過率が９１～９４％であり、面内方向のレターデーション（Ｒｅ）が－
３～３ｎｍであり、膜厚方向のレターデーション（Ｒｔｈ）が０～－１５ｎｍであること
を特徴とする［１］～［５］のいずれか一項に記載のアクリルフィルム。
［７］ 未延伸アクリルフィルムを延伸する工程を含むアクリルフィルムの製造方法にお
いて、前記延伸が、
ＭＤ方向に延伸温度Ｔｇ－５～Ｔｇ＋３０℃、延伸倍率５０～３００％および延伸速度１
～５０％／ｓｅｃを満たす条件下で延伸するＭＤ方向延伸工程と、
ＴＤ方向に延伸温度Ｔｇ－５～Ｔｇ＋３０℃、延伸倍率５０～３００％および延伸速度１
～５０％／ｓｅｃを満たす条件下で延伸するＴＤ方向延伸工程と、
を含むことを特徴とするアクリルフィルムの製造方法（ここにおいてＴｇは前記アクリル
フィルムのガラス転移温度（単位：℃）である）。
［８］ 前記ＭＤ方向延伸工程を下記条件Ａ～Ｃを満たす２対のニップロール間にフィル
ムを通すことにより行うことを特徴とする［７］に記載のアクリルフィルムの製造方法。
条件Ａ：下流のニップロールの周速が上流のニップロールの周速より速い。
条件Ｂ：２対のニップロール間の温度がＴｇ－５～Ｔｇ＋３０℃である。
条件Ｃ：ニップロール間の間隔（Ｌ）と延伸前のフィルム幅（Ｗ）の比（Ｌ／Ｗ）が２を
超え５０以下である。
［９］ 前記ＴＤ延伸工程において、ＴＤ方向のフィルム端をクリップで把持してＴＤ方
向に延伸し、かつ、該クリップのＴＤ延伸開始部における温度をＴｇ－３０℃～Ｔｇ＋１
０℃とすることを特徴とする［７］または［８］に記載のアクリルフィルムの製造方法。
［１０］ ＭＤ方向の延伸倍率／ＴＤ方向の延伸倍率の比が０．８５～１．１５であるこ
とを特徴とする［７］～［９］のいずれか一項に記載のアクリルフィルムの製造方法。
［１１］ ［７］～［１０］のいずれか一項に記載のアクリルフィルムの製造方法で製造
されたことを特徴とする［１］～［６］のいずれか一項に記載のアクリルフィルム。
［１２］ ［１］～［６］または［１１］のいずれか一項に記載のアクリルフィルムを用
いたことを特徴とする偏光板。
［１３］ セルロースアシレートフィルムを有することを特徴とする［１２］に記載の偏
光板。
［１４］ ［１］～［６］または［１１］のいずれか一項に記載のアクリルフィルムを用
いたことを特徴とする光学補償フィルム。
［１５］ ［１］～［６］または［１１］のいずれか一項に記載のアクリルフィルムを用
いたことを特徴とする反射防止フィルム。
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［１６］ ［１］～［６］または［１１］のいずれか一項に記載のアクリルフィルムを用
いたことを特徴とする液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１０】
本発明のアクリルフィルムによれば、従来のアクリルフィルムの長所を損なわずに、偏光
板の温度変動による寸度安定性を向上させることができ、液晶表示装置の色味の温度変動
が抑制できる。さらに、本発明のアクリルフィルムは、全光線透過率、レターデーション
などの光学特性も良好であり、特にＩＰＳ用の液晶表示装置に用いた場合に色味の温度変
化がさらに改善する。また、本発明のアクリルフィルムは、破断伸度も好適な範囲である
ためリサイクル時におけるリワーク性が向上し、産業上の利用可能性が高い。一方、本発
明のアクリルフィルムの製造方法によれば、ＭＤ方向およびＴＤ方向の熱膨張係数が低く
、上記良好な性質を有する本発明のアクリルフィルムを製造することが可能である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
以下において、本発明のアクリルフィルム、その製造方法、偏光板、光学補償フィルム、
反射防止フィルムおよび液晶表示装置などについて詳細に説明する。
以下に記載する構成要件の説明は、本発明の代表的な実施態様に基づいてなされることが
あるが、本発明はそのような実施態様に限定されるものではない。なお、本明細書におい
て「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値および上
限値として含む範囲を意味する。
【００１２】
また、本明細書中において、特に特定しない場合は "アクリルフィルム"はメタクリル系
フィルムおよびアクリル系フィルムを表す。一方、"（メタ）アクリレート"はアクリレー
トおよびメタクリレートを表し、"（メタ）アクリル"はアクリルおよびメタクリルを表す
。
【００１３】
［アクリル樹脂］
本発明のアクリル樹脂とは、主成分として、（メタ）アクリル酸または（メタ）アクリル
酸の誘導体を重合して得られる樹脂およびその誘導体を含有する樹脂であり、本発明の効
果を損なわない限り特に限定されずに公知の（メタ）アクリル酸系熱可塑性樹脂を用いる
ことができる。前記（メタ）アクリル酸の誘導体としては、メタクリル酸エステルやアク
リル酸エステルを挙げることができる。前記メタクリル酸エステルとしては、メタクリル
酸シクロヘキシル、メタクリル酸ｔ－ブチルシクロヘキシル、メタクリル酸メチル等をあ
げることができる。前記アクリル酸エステルとしては、アクリル酸メチル、アクリル酸エ
チル、アクリル酸ブチル、アクリル酸イソプロピル、アクリル酸２－エチルヘキシル等を
挙げることができる。
その他の（メタ）アクリル酸の誘導体であるアクリル樹脂として、例えば、下記一般式（
１）で表される構造のものを挙げることができる。
【００１４】
【化１】

【００１５】
前記一般式（１）中、Ｒ1およびＲ2は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０
の有機残基を示す。有機残基とは、具体的には、炭素数１～２０の直鎖状、分枝鎖状、も
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しくは環状のアルキル基を示す。
本発明のアクリル樹脂としては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル
、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル
酸tert-ブチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ヘキシル、（メタ）アクリル酸２－クロロエチ
ル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキシプロ
ピル、（メタ）アクリル酸２，３，４，５，６－ペンタヒドロキシエキシルおよび（メタ
）アクリル酸２，３，４，５－テトラヒドロキシペンチルが好ましく、熱安定性に優れる
点で（メタ）アクリル酸メチル（以下ＭＭＡともいう）がより好ましい。本発明のアクリ
ル樹脂は、アクリル樹脂１種の単重合体であっても、アクリル樹脂２種以上の共重合体で
あっても、少なくとも１種のアクリル樹脂とその他の樹脂の共重合体であってもよいが、
温度変動による偏光板の寸度安定性を向上させ、液晶表示装置の色味変化を減少させる観
点からアクリル樹脂とその他の樹脂の共重合体との共重合体であることが好ましい。
【００１６】
（共重合成分）
本発明のアクリル樹脂に共重合可能なアクリル樹脂以外の単量体としては、スチレン及び
ｏ－メチルスチレン，ｐ－メチルスチレン，２，４－ジメチルスチレン，ｏ－エチルスチ
レン，ｐ－エチルスチレン，ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン等の核アルキル置換スチレン
、α－メチルスチレン，α－メチル－ｐ－メチルスチレン等のα－アルキル置換スチレン
等の芳香族ビニル化合物類、アクリロニトリル、メタクリルニトリル等のシアン化ビニル
類、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド等のマレイミド類、ラクト
ン環単位、グルタル酸無水物単位、無水マレイン酸等の不飽和カルボン酸無水物類、マレ
イン酸等の不飽和酸類、グルタルイミド単位等が挙げられる。これらの中でも、温度変動
による偏光板の寸度安定性を向上させ、液晶表示装置の色味変化を減少させる観点から、
Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミドおよびＮ－メチルマレイミドな
どのＮ－置換マレイミド、ラクトン環単位、グルタル酸無水物単位、無水マレイン酸単位
およびグルタルイミド単位などが好ましく、ラクトン環単位、無水マレイン酸単位または
グルタル酸無水物単位がより好ましい。すなわち、本発明のアクリルフィルムのガラス転
移温度（以下Ｔｇともいう）を、偏光板に組み込む際に一般的に併用されるＴＡＣフィル
ム（トリアセチルセルロースフィルムであり、例えば富士フィルム（株）製フジタックＴ
－６０が挙げられる）と同等のＴｇとすることにより、温度変動による偏光板の寸度安定
性がさらに向上し、液晶表示装置の色味変化開始温度を向上させることができる。
【００１７】
温度変動による偏光板の寸度安定性を向上させ、液晶表示装置の色味変化を減少させる観
点から、ガラス転移温度が高く、耐熱性の高い、ラクトン環単位、マレイン酸無水物単位
またはグルタル酸無水物単位を含むことが好ましく、ラクトン環単位、マレイン酸無水物
単位またはグルタル酸無水物単位の少なくとも１種の単位を含むことがより好ましい。
【００１８】
（ラクトン環単位）
ラクトン環構造が重合体の分子鎖中（重合体の主骨格中は主鎖中ともいう）に形成される
ことにより、共重合体であるアクリル樹脂に高い耐熱性が付与され、かつ、Ｔｇも高くな
るため好ましい。また、耐熱性向上およびフィルム製造時の泡やシルバーストリーク抑制
の観点から、ラクトン環構造を導く環化縮合反応の反応率は十分に高いことが好ましい。
【００１９】
本発明においてアクリル樹脂との共重合に用いられる前記ラクトン環単位としては、特に
制限はないが、特開２００７－２９７６１５号、特開２００７－６３５４１号、特開２０
０７－７０６０７号、特開２００７－１０００４４号、特開２００７－２５４７２６号、
特開２００７－２５４７２７号、特開２００７－２６１２６５号、特開２００７－２９３
２７２号、特開２００７－２９７６１９号、特開２００７－３１６３６６号、特開２００
８－９３７８号、特開２００８－７６７６４号等の各公報に記載のものを挙げることがで
きる。なお、これらは本発明を限定するものではなく、これらは単独でまたは二種以上組
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み合わせて使用できる。
【００２０】
主鎖中のラクトン環単位の構造は、４～８員環であることが好ましく、構造の安定性から
５～６員環であることがより好ましく、６員環であることが特に好ましい。主鎖中のラク
トン環単位の構造が６員環である場合、下記一般式（２）で表される構造や特開２００４
－１６８８８２号公報で表される構造などが挙げられるが、主鎖にラクトン環単位の構造
を導入する前の重合体を合成する上において重合収率が高い点や、ラクトン環構造の含有
割合の高い重合体を高い重合収率で得易い点や、メタクリル酸メチルなどの（メタ）アク
リル酸エステルとの共重合性が良い点で、下記一般式（２）で表される構造であることが
特に好ましい。
【００２１】
【化２】

【００２２】
前記一般式（２）中、Ｒ11～Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０の
有機残基を表す。
前記有機残基は、炭素数が１～２０の範囲内であれば特には限定されないが、例えば、直
鎖若しくは分岐状のアルキル基、直鎖若しくは分岐状のアルキレン基、アリール基、－Ｏ
Ａｃ基、－ＣＮ基などが挙げられる。また、有機残基は酸素原子を含んでいてもよい。
前記Ｒ11～Ｒ13の炭素数は１～１０であることが好ましく、１～５であることがより好ま
しい。
【００２３】
ラクトン環単位含有アクリル樹脂の製造方法については、特に限定はされないが、好まし
くは、重合工程によって分子鎖中に水酸基とエステル基とを有する重合体を得た後に、得
られた重合体を加熱処理することによりラクトン環構造を重合体に導入するラクトン環化
縮合工程を行うことによってラクトン環含有重合体を得ることができる。
【００２４】
（無水マレイン酸単位）
無水マレイン酸構造が重合体の分子鎖中（重合体の主骨格中）に形成されることにより、
共重合体であるアクリル樹脂に高い耐熱性が付与され、かつ、Ｔｇも高くなるため好まし
い。
【００２５】
本発明においてアクリル樹脂との共重合に用いられる前記無水マレイン酸単位としては、
特に制限はないが、特開２００７－１１３１０９号、特開２００３－２９２７１４号、特
開平６－２７９５４６号、特開２００７－５１２３３号、特開２００１－２７０９０５号
、特開２００２－１６７６９４号、特開２０００－３０２９８８号、特開２００７－１１
３１１０号、特開２００７－１１５６５号の各公報に記載のものや、マレイン酸変性樹脂
を挙げることができる。なお、これらは本発明を限定するものではない。この中でも、特
開２００７－１１３１０９号公報に記載の樹脂およびマレイン酸変性ＭＡＳ樹脂（メタク
リル酸メチル－アクリロニトリル－スチレン共重合体、例えば旭化成ケミカルズ（株）製
デルペット９８０Ｎ）を好ましく使用することができる。なお、これらは本発明を限定す
るものではなく、これらは単独でまたは二種以上組み合わせて使用できる。また、無水マ
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レイン酸単位を含むアクリル樹脂を製造する方法は特に制限がなく公知の方法を用いるこ
とができる。
【００２６】
前記マレイン酸変性樹脂としては、得られるポリマー中に無水マレイン酸単位が含まれる
ものであれば制限はなく、例えば、（無水）マレイン酸変性ＭＳ樹脂、（無水）マレイン
酸変性ＭＡＳ樹脂（メタクリル酸メチル－アクリロニトリル－スチレン共重合体）、（無
水）マレイン酸変性ＭＢＳ樹脂、（無水）マレイン酸変性ＡＳ樹脂、（無水）マレイン酸
変性ＡＡ樹脂、（無水）マレイン酸変性ＡＢＳ樹脂、エチレン－無水マレイン酸共重合体
、エチレン－（メタ）アクリル酸－無水マレイン酸共重合体、無水マレイン酸グラフトポ
リプロピレンなどが挙げられる。
【００２７】
前記無水マレイン酸単位は、下記一般式（３）で表される構造である。
【００２８】
【化３】

前記一般式（３）中、Ｒ21およびＲ22は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２
０の有機残基を表す。
前記有機残基は、炭素数が１～２０の範囲内であれば特には限定されないが、例えば、直
鎖若しくは分岐状のアルキル基、直鎖もしくは分岐状のアルキレン基、アリール基、－Ｏ
Ａｃ基、－ＣＮ基などなどが挙げられる。また、有機残基は酸素原子を含んでいてもよい
。
前記Ｒ21およびＲ22の炭素数は１～１０であることが好ましく、１～５であることがより
好ましい。
【００２９】
前記Ｒ21およびＲ22がそれぞれ水素原子を表す場合は、固有複屈折を調整する観点から、
さらにその他の共重合成分を含むことも好ましい。このような３元系以上の耐熱性アクリ
ル樹脂として、例えば、メタクリル酸メチル－無水マレイン酸－スチレン共重合体を好ま
しく用いることができる。
【００３０】
（グルタル酸無水物単位）
グルタル酸無水物構造が重合体の分子鎖中（重合体の主骨格中）に形成されることにより
、共重合体であるアクリル樹脂に高い耐熱性が付与され、かつ、Ｔｇも高くなるため好ま
しい。
本発明においてアクリル樹脂との共重合に用いられる前記無水マレイン酸単位としては、
特に制限はないが、特開２００６－２４１２６３号、特開２００４－７０２９０号、特開
２００４－７０２９６号、特開２００４－１２６５４６号、特開２００４－１６３９２４
号、特開２００４－２９１３０２号、特開２００４－２９２８１２号、特開２００５－３
１４５３４号、特開２００５－３２６６１３号、特開２００５－３３１７２８号、特開２
００６－１３１８９８号、特開２００６－１３４８７２号、特開２００６－２０６８８１
号、特開２００６－２４１１９７号、特開２００６－２８３０１３号、特開２００７－１
１８２６６号、特開２００７－１７６９８２号、特開２００７－１７８５０４号、特開２
００７－１９７７０３号、特開２００８－７４９１８号、国際公開ＷＯ２００５／１０５
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９１８号等の各公報に記載のものを使用できる。この中でより好ましいのが特開２００８
－７４９１８号公報に記載のものである。なお、これらは本発明を限定するものではなく
、これらは単独でまたは二種以上組み合わせて使用できる。
【００３１】
前記グルタル酸無水物単位は、下記一般式（４）で表される構造である。
【００３２】
【化４】

【００３３】
前記一般式（４）中、Ｒ31およびＲ32は、同一または相異なる水素原子または炭素数１～
５のアルキル基を表す。
【００３４】
前記Ｒ31およびＲ32の炭素数は１～１０であることが好ましく、１～５であることがより
好ましい。
【００３５】
このようなグルタル酸無水物単位を含むアクリル樹脂は、グルタル酸無水物単位を与える
不飽和カルボン酸単量体と不飽和カルボン酸アルキルエステル単量体とを共重合体とした
後、該共重合体を適当な触媒の存在下あるいは非存在下で加熱し、脱アルコールおよび／
または脱水による分子内環化反応を行わせることにより製造することができる。
【００３６】
（その他の共重合成分）
また、前記アクリル系樹脂は、耐熱性を損なわない範囲で共重合可能なその他の単量体成
分を共重合した単位を有していても良い。共重合可能なその他の単量体成分としては、具
体的にはスチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｏ
－エチルスチレン、ｐ－エチルスチレンおよびｐ－ｔ－ブチルスチレンなどの芳香族ビニ
ル系単量体、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、エタクリロニトリルなどのシアン
化ビニル系単量体、アリルグリシジルエーテル、スチレン－ｐ－グリシジルエーテル、ｐ
－グリシジルスチレン、無水イタコン酸、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－エチルマレイミド
、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、アクリルアミド、メタクリ
ルアミド、Ｎ－メチルアクリルアミド、ブトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－プロピルメ
タクリルアミド、アクリル酸アミノエチル、アクリル酸プロピルアミノエチル、メタクリ
ル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸エチルアミノプロピル、メタクリル酸フェニル
アミノエチル、メタクリル酸シクロヘキシルアミノエチル、Ｎ－ビニルジエチルアミン、
Ｎ－アセチルビニルアミン、アリルアミン、メタアリルアミン、Ｎ－メチルアリルアミン
、ｐ－アミノスチレン、２－イソプロペニル－オキサゾリン、２－ビニル－オキサゾリン
、２－アクロイル－オキサゾリン、２－スチリル－オキサゾリン、アクリロニトリル等の
ニトリル系単量体、酢酸ビニル等のビニルエステル類、グルタルイミド単位等が挙げられ
る。
【００３７】
本発明のアクリル樹脂は、前記ラクトン環単位を含むアクリル樹脂、前記無水マレイン酸
単位を含むアクリル樹脂および前記グルタル酸無水物単位を含むアクリル樹脂が好ましく
、前記ラクトン環単位を含むアクリル樹脂および前記無水マレイン酸単位を含むアクリル
樹脂がより好ましい。
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【００３８】
一般にアクリル樹脂は熱分解しやすいことが知られており、ラクトン環単位を含むアクリ
ル系樹脂、無水マレイン酸単位を含むアクリル系樹脂およびグルタル酸無水物単位を含む
アクリル系樹脂は一般的なアクリル樹脂よりもさらに熱分解しやすい。一方、ラクトン環
単位を含むアクリル系樹脂、無水マレイン酸単位を含むアクリル系樹脂およびグルタル酸
無水物単位を含むアクリル系樹脂は一般的なアクリル樹脂はＴｇが高く、かつ光線透過率
も高いという物性を有しているため、液晶表示装置用の材料として好ましい。
【００３９】
このような熱分解し易いアクリル系樹脂、中でもさらに熱分解し易いラクトン環単位を含
むアクリル系樹脂、無水マレイン酸単位を含むアクリル系樹脂およびグルタル酸無水物単
位を含むアクリル系樹脂に対し、本発明のアクリルフィルムの製造方法によれば、本発明
の好ましい範囲のＲｅ、Ｒｔｈのアクリルフィルムを得ることができる。すなわち、熱分
解しやすい樹脂を用いてフィルムを製膜する場合は溶融温度を上げられないために高粘度
の状態で製膜する必要があり、高粘度のメルトを用いて製膜するとダイ出口で大きな力で
延伸されたり、タッチ・チルロール間で大きな力でズリが加えられやすい。その結果、従
来のアクリルフィルムの製造方法では、好ましいＲｅおよびＲｔｈの範囲を超えてしまう
。これに対し、本発明のアクリルフィルムの製造方法を用いることで、高粘度のアクリル
樹脂から好適なＲｅおよびＲｔｈの範囲に制御された本発明のアクリルフィルムを得るこ
とができる。
【００４０】
本発明のアクリル樹脂は、アクリル樹脂を構成する全モノマー中にＭＭＡ単位（モノマー
）を３０モル％以上含むものが好ましく、３０～８０モル％含むものがより好ましい。ま
た、ＭＭＡ以外にラクトン環単位、無水マレイン酸単位またはグルタル酸無水物単位の少
なくとも１種の単位を含むことがより好ましい。前記ラクトン環単位、無水マレイン酸単
位およびグルタル酸無水物単位は、アクリル樹脂を構成する全モノマー中に５モル％～６
０モル％含まれることが好ましく、１０モル％～５０モル％含まれることがより好ましい
。
【００４１】
本発明のアクリル樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は１０５℃～１７０℃が好ましく、より
好ましくは１１０℃～１６０℃、さらに好ましくは１１５℃～１５０℃である。これらの
溶融粘度は２３０℃において１％の歪を１Ｈｚで与えた際に５００Ｐａ・ｓ～１００００
Ｐａ・ｓが好ましく、より好ましくは８００Ｐａ・ｓ～７０００Ｐａ・ｓ、さらに好まし
くは１０００Ｐａ・ｓ～５０００Ｐａ・ｓである。
【００４２】
本発明のアクリル樹脂の重量平均分子量は、好ましくは１，０００～２，０００，０００
の範囲内、より好ましくは５，０００～１，０００，０００の範囲内、さらに好ましくは
１０，０００～５００，０００の範囲内、特に好ましくは５０，０００～５００，０００
の範囲内である。
【００４３】
（添加剤）
本発明のアクリル樹脂には種々の添加剤を併用することも好ましい。このような添加剤と
しては、可塑剤、安定剤、マット剤、紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、レターデーション調
整剤などを挙げることができる。
【００４４】
前記可塑剤としては、アルキルフタルリルアルキルグリコレート類、リン酸エステル類、
カルボン酸エステル類、多価アルコール類を挙げることができ、その中でも耐熱性および
耐衝撃性の観点から、リン酸エステル類，カルボン酸エステル類が好ましい。
前記可塑剤の添加量は０～２０質量％であることが好ましく、０～１５質量％であること
が好ましく、０～１０質量％であることが特に好ましい。
【００４５】
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前記安定剤としては、ホスファイト系安定剤（例えばトリス（４－メトキシ－３，５－ジ
フェニル）フォスファイト、トリス（ノニルフェニル）フォスファイト、トリス（２，４
－ジ－tert－ブチルフェニル）フォスファイト）、フェノール系安定剤（たとえば、２，
６－ジ－tert－ブチル－４－メチルフェノール、２，２－メチレンビス（４－エチル－６
－tert－ブチルフェノール）、２，５－ジ－tert-ブチルヒドロキノン、ペンタエリスリ
チルテトラキス[．３－（３，５－ジ－tert－ブチル－４－ヒドキシフェニル）プロピオ
レート、４，４－チオビス－（６－tert－ブチル－３－メチルフェノール）、１，１,－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、オクタデシル－３－（３，５－ジ－te
rt－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオレート]、エポキシ化合物、チオエーテ
ル化合物を挙げることができ、その中でも耐熱性・熱着色の観点から、フェーノール系安
定剤が好ましい。
【００４６】
前記安定剤の添加量は０～３質量％であることが好ましく、０．１～１質量％であること
が好ましく、０．１～０．５質量％であることが特に好ましい。
【００４７】
前記マット剤としては、シリカ、チタニア、ジルコニア、アルミナ、炭酸カルシウム、ク
レイ等の無機微粒子、架橋アクリル、架橋スチレン等の有機微粒子、さらに特開２００８
－９３７８号、特開２００８－７４９１８号各公報に記載の弾性有機微粒子を挙げること
ができ、その中でもハンドリング性の観点から、無機微粒子および弾性有機微粒子が好ま
しい。
前記マット剤の添加量は０～１０００ｐｐｍであることが好ましく、０～５００ｐｐｍで
あることが好ましく、０～１００ｐｐｍであることが特に好ましい。
【００４８】
前記紫外線吸収剤としては、公知の紫外線吸収剤を用いることができ、例えば２，４－ジ
ヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２，２，－
メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－[（２Ｈ－ベンゾト
リアゾール－２－イル）フェノール]］を好ましく用いることができる。
前記紫外線吸収剤の添加量は０～３質量％であることが好ましく、０～２質量％であるこ
とが好ましく、０～１.５質量％であることが特に好ましい。
【００４９】
（その他の添加剤）
その他の添加剤として、赤外線吸収剤、レターデーション調整剤を添加してもよく、これ
らの種類は特に制限されない。その他の添加剤の添加量は０～１５質量％であることが好
ましく、０～１０質量％であることが好ましく、０～８質量％であることが特に好ましい
。
【００５０】
［アクリルフィルム］
（レターデーション）
本発明のアクリルフィルムの面内方向の複屈折（Ｒｅ）は－３～３ｎｍであることが好ま
しく、－２～２ｎｍであることがより好ましく、－１～１ｎｍであることが特に好ましい
。Ｒｅの遅相軸はどこを向いていてもかまわないが、より好ましいのが幅方向を向いてい
るものである。
【００５１】
本発明のアクリルフィルムの厚み方向の複屈折（Ｒｔｈ）は０～－１５ｎｍであることが
好ましく、―１～－１３ｎｍであることがより好ましく、－３～－１０ｎｍであることが
特に好ましい。
【００５２】
ここにおいてＲｅはＫＯＢＲＡ ２１ＡＤＨ、またはＷＲ（王子計測機器（株）製）にお
いて、波長λｎｍの光をフィルム法線方向に入射させて測定される。
測定されるフィルムが、１軸または２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、
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以下の方法によりＲｔｈが算出される。
Ｒｔｈは、前記Ｒｅを、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ ２１ＡＤＨ、またはＷＲにより判断
される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合には、フィルム面内の任意の方向
を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０度まで１０度ステッ
プで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、その測定
されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値および入力された膜厚値を基にＫＯＢＲ
Ａ ２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデーシ
ョンの値がゼロとなる方向をもつフィルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角度
でのレターデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ ２１ＡＤＨ、または
ＷＲが算出する。
なお、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合には、フィルム面内の任意の
方向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その値
と平均屈折率の仮定値、および入力された膜厚値を基に、以下の式（Ａ）および式（Ｂ）
よりＲｔｈを算出することもできる。
【００５３】
【数１】

なお、上記のＲｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション値
をあらわす。
また、式（Ａ）におけるｎｘは、面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内に
おいてｎｘに直交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘおよびｎｙに直交する方向の屈折
率を表す。
【００５４】
Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ・・・・・・・・・・・式（Ｂ）
測定されるフィルムが、１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学軸
（ｏｐｔｉｃ ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法により、Ｒｔｈは算出
される。
Ｒｔｈは、前記Ｒｅを、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ ２１ＡＤＨ、またはＷＲにより判断
される）を傾斜軸（回転軸）として、フィルム法線方向に対して－５０度から＋５０度ま
で１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１点測定し
、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値および入力された膜厚値を基
にＫＯＢＲＡ ２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
【００５５】
また、上記の測定において、平均屈折率の仮定値は、ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ 
ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することがで
きる。平均屈折率の値が既知でないものについては、アッベ屈折計で測定することができ
る。主な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：セルロースアシレート（１．
４８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポリ
メチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。これら平均屈折
率の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ ２１ＡＤＨまたはＷＲはｎｘ、ｎｙ、
ｎｚを算出する。この算出されたｎｘ，ｎｙ，ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－
ｎｙ）がさらに算出される。
【００５６】
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上記範囲のＲｅ、Ｒｔｈにすることで、色味の視野角依存性が低下することとなり、好ま
しい。
【００５７】
（弾性率）
本発明のアクリルフィルムの２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）
の弾性率は、ともに２５００～４０００ＭＰａであることが好ましく、ＭＤ方向とＴＤ方
向ともに２８００～３８００ＭＰａであることがより好ましく、ＭＤ方向とＴＤ方向とも
に２８００～３７００ＭＰａであることが特に好ましい。ＭＤ方向とＴＤ方向ともに２５
００～４０００ＭＰａの範囲の弾性率とすることで、ＴＡＣ同等の弾性率となり、偏光板
両面の力学強度のバランスがとれるため、好ましい。
【００５８】
（破断伸度）
本発明のアクリルフィルムの２５℃におけるフィルム長手方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）
の破断伸度は、ともに１５～５５％であることが好ましく、ＭＤ方向とＴＤ方向ともに２
０～５５％であることがより好ましく、ＭＤ方向とＴＤ方向ともに３０～５５％であるこ
とが特に好ましい。従来のアクリル性熱可塑性フィルムの破断伸度は数％であるか一方向
のみが１５～５５％の範囲であり、ＭＤ方向とＴＤ方向の破断伸度がともに１５～５５％
であるようなアクリルフィルムは従来知られていなかった。ＭＤ方向とＴＤ方向の破断伸
度をともに前記範囲にすることで、リサイクル時にアクリルフィルムを破断することなく
偏光板等から剥がすことがはじめて可能となる。すなわち、ＭＤ方向とＴＤ方向ともに１
５～５５％とすることで、リサイクル時におけるリワーク性が大幅に向上するため、好ま
しい。
【００５９】
（熱膨張係数）
本発明のアクリルフィルムの４０℃～９０℃におけるアクリルフィルムの長手方向（ＭＤ
）と幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数は、いずれも４０～１００ｐｐｍ／℃であることが好ま
しく、５０～１００ｐｐｍ／℃であることがより好ましく、６０～１００ｐｐｍ／℃であ
ることが特に好ましい。ここで、一般的な偏光板用途のＴＡＣフィルムおよびＰＶＡフィ
ルムの熱膨張係数は、それぞれ４０～９０ｐｐｍ／℃と７０～１２０ｐｐｍ／℃である。
ＴＡＣおよびＰＶＡと同じように熱膨張する本発明のアクリル系フィルムを用いると、温
度変動による偏光板の寸度安定性が向上するため好ましい。すなわち、本発明のアクリル
フィルムは熱膨張係数を４０～１００ｐｐｍ／℃とすることで、前記アクリルフィルムと
、例えば、偏光板用途のＴＡＣフィルムおよび偏光子部材のＰＶＡフィルムなどを有する
偏光板を液晶表示装置に組み込んだ際に、色味変化開始温度を高くすることができる。な
お、本発明のアクリルフィルムを用いた偏光板の態様は上記の態様に限定されるものでは
ない。
【００６０】
（全光線透過率）
本発明のアクリルフィルムの全光線透過率は、９１～９４％であることが好ましく、９２
～９４％であることがより好ましい。アクリルフィルムの全光線透過率をこのような範囲
とすることで、さらに液晶表示装置に組み込んだ際の色味を向上させることができる。
【００６１】
（膜厚）
本発明のアクリルフィルムの厚みは温度変動による偏光板の寸度安定性を向上させ、液晶
表示装置の色味変化を減少させる観点から、２０μｍ～８０μｍであることが好ましく、
２０～６０μｍであることがより好ましく、３０～６０μｍであることが特に好ましい。
膜厚を２０～８０μｍとして偏光板に組み込む際に一般的に併用されるＴＡＣフィルムと
同等の厚みとすると、温度変動による偏光板の寸度安定性がさらに向上し、液晶表示装置
の色味変化もより抑えることができる。
厚みむらは長手方向、幅方向いずれも０％～３％が好ましく、より好ましくは０％～２％
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、さらに好ましくは０％～１％である。
【００６２】
（製膜幅）
本発明のアクリルフィルムの製膜幅は１．５ｍ～４ｍであることが好ましく、１．７ｍ～
３．５ｍであることがより好ましく、１．８ｍ～３ｍであることが特に好ましい。
【００６３】
［アクリルフィルムの製造方法］
本発明のアクリルフィルムは以下のような方法で製造することができる。また、本発明の
製造方法によれば、本発明のフィルム長手方向と幅方向の熱膨張係数の範囲や、好ましい
フィルム長手方向と幅方向の弾性率の範囲、フィルム長手方向と幅方向の破断伸度の範囲
、膜厚、Ｒｅ、Ｒｔｈ、全光線透過率を達成できる。
【００６４】
本発明のアクリルフィルムの製造方法は、アクリル樹脂をペレットにする工程と、ペレッ
トを混練押出機に投入して溶融してメルトを得る工程と、前記メルトをダイへ供給する工
程と、前記ダイからメルトを押出す工程と、前記ダイから押出されたメルトを固化して製
膜する工程とを含む。
以下において、本発明のアクリルフィルムの製造方法を詳細に説明する。
【００６５】
（溶融製膜法）
本発明のアクリルフィルムは溶液製膜法を用いて製造しても、溶融製膜法を用いて製造し
ても良いが、溶融製膜法により製造されることが好ましい。溶融製膜法では、あらかじめ
樹脂や添加剤を混合してペレット化した後、混練押出し機に投入し溶融して溶融樹脂（以
下、メルトともいう）を得て、メルトをダイから押出し、これをキャスティングドラム上
で冷却固化し製膜する。
本発明で好ましく使用される溶融製膜法では、溶液製膜法と異なり、製膜直前のダイから
押出されたメルトを濾過に掛けることが一般的に好ましくないことが知られている。溶融
製膜法では、メルト化したアクリル樹脂が濾過機内に滞留している間にも熱分解が進行し
てしまうため、濾過器内で熱分解物由来の異物が発生する。すなわち、濾過により却って
異物が増加し易い傾向があり、濾過にかけることは好ましくない。したがって、異物をア
クリルフィルムにあまり発生させないようにするためには、フィルム製造時に異物の原因
となる異物の核を根本的に発生させないような方法でアクリルフィルムを製造することが
必要である。
【００６６】
（ペレット化）
前記アクリル樹脂と前記添加物とは、溶融製膜に先立ち混合してペレット化するのが好ま
しい。
ペレットは、前記アクリル樹脂と前記添加物を乾燥して含水率を０．１％以下にした混合
物を得て、その後前記混合物を押出機に導入して１５０℃～３００℃で溶融し、溶融した
混合物をヌードル状に押出し、空気中あるいは水中で固化し裁断することで得られる。ま
た、押出機による溶融後、溶融した前記混合物を水中に口金より直接押出ながらカットす
る、アンダーウオーターカット法等によりペレット化を行ってもかまわない。
【００６７】
前記押出機としては、単軸スクリュー押出機、非かみ合い型異方向回転二軸スクリュー押
出機、かみ合い型異方向回転二軸スクリュー押出機、かみ合い型同方向回転二軸スクリュ
ー押出機などを用いることができる。前記押出機の回転数は１０ｒｐｍ～１０００ｒｐｍ
が好ましく、より好ましくは２０ｒｐｍ～７００ｒｐｍである。前記押出機内における押
出滞留時間は１０秒以上１０分以内が好ましく、より好ましくは２０秒間～５分以内であ
る。
【００６８】
ペレットの大きさは１０ｍｍ3～１０００ｍｍ2であることが好ましく、より好ましくは３
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０ｍｍ3～５００ｍｍ3である。
【００６９】
（混練溶融）
溶融製膜に先立ちペレット中の水分を減少させることが好ましい。好ましい乾燥温度は４
０～２００℃であり、より好ましくは６０～１５０℃であり、さらに好ましくは８０℃～
１３０℃である。乾燥後のペレット中の含水率は０．５質量％以下であることが好ましく
、０．１質量％以下であることがさらに好ましい。乾燥は空気中で行っても良く、窒素中
で行っても良く、真空中で行っても良い。
【００７０】
乾燥後のペレットは前記押出機の供給口を介してシリンダー内に供給され、混練および溶
融される。シリンダー内は供給口側から順に、供給部、圧縮部、計量部とで構成される。
押出機のスクリュー圧縮比は１．５～４．５が好ましい。シリンダー内径に対するシリン
ダー長さの比（Ｌ／Ｄ）は２０～７０が好ましい。シリンダー内径は３０ｍｍ～１５０ｍ
ｍが好ましい。さらに残存酸素による溶融樹脂の酸化を防止するため、押出機内を不活性
（窒素等）気流中、あるいはベント付き押出し機を用い真空排気しながら実施するのも好
ましい。
【００７１】
（濾過）
樹脂中の異物濾過のためブレーカープレート式の濾過やリーフ型ディスクフィルターを組
み込んだ濾過装置を設けることが好ましい。濾過は１段で行っても良く多段濾過でもよい
。濾過精度は２μｍ～１５μｍが好ましくさらに好ましくは３μｍ～１０μｍである。濾
材はステンレス鋼を用いることが望ましい。濾材の構成は、線材を編んだもの、金属繊維
もしくは金属粉末を焼結したもの（焼結濾材）が使用でき、中でも焼結濾材が好ましい。
【００７２】
本発明のアクリルフィルムの製造方法における濾過は、原料をスクリューから押し出した
後から、ダイからメルトを押出す前までに行うことが好ましい。ダイから押出したメルト
を濾過することは一般に異物発生の原因となることが知られているためである。
【００７３】
（ギアポンプ）
吐出量の変動を減少させ厚み精度を向上させるために、押出機出機とダイの間にギアポン
プを設けることが好ましい。これによりダイ内の樹脂圧力変動巾を±１％以内にできる。
ギアポンプによる定量供給性能を向上させるために、スクリューの回転数を変化させて、
ギアポンプ前の圧力を一定に制御する方法も用いることができる。
【００７４】
（スタチックミキサー）
ダイ端部でのメルトの滞留を抑制するために、スタチックミキサーを押出し機からダイの
間のメルト配管に設置することが好ましい。
前記スタチックミキサーは押出し機からダイの間のメルト配管のどこに設置しても良いが
、溶融濾過器とダイの間に設置するのがより好ましく、さらに好ましくはダイの入口直前
である。
前記スタチックミキサーは４枚～５０枚のエレメントを有することが好ましく、より好ま
しくは５枚～４０枚、さらに好ましくは６枚～３０枚である。配管の中央部に比べ配管壁
近傍はメルトの流速が遅く滞留時間が長くなり熱分解物由来の異物が発生しやすい。これ
に対しスタチックミキサーを用いることで配管内のメルトの撹拌が促され、配管壁のメル
トの滞留が抑制されるためである。
前記スタチックミキサーは、長方形の板を３０°から３６０°、より好ましくは６０°か
ら２４０°、さらに好ましくは８０°から２００°ねじったものを、メルト配管に沿って
前記枚数の範囲で装着させることが好ましい。このように構成されたスタチックミキサー
をメルトが通ることで、メルトは回転させられ配管内での撹拌が促される。このようなス
タチックミキサーの１枚あたりの長さは特に限定されないが、メルト配管の直径の０．５



(17) JP 6021686 B2 2016.11.9

10

20

30

40

50

倍～１０倍が好ましく、より好ましくは０．８倍～６倍、さらに好ましくは１．０倍～３
倍である。
前記スタチックミキサーの材質は特に限定されないが、ステンレススチールを用いるのが
好ましく、この上にハードクロムやタングステンカーバイドなどのメッキを施すことがよ
り好ましい。
【００７５】
（ダイ）
前記の如く構成された押出機によって溶融され、必要に応じ濾過機、ギアポンプを経由し
て溶融樹脂がダイに連続的に送られる。ダイはＴダイ、フィッシュテールダイ、ハンガー
コートダイの何れのタイプでも構わない。
ダイは５～５０ｍｍ間隔で厚み調整可能であることが好ましい。また下流のフィルム厚み
、厚み偏差を計算し、その結果をダイの厚み調整にフィードバックさせる自動厚み調整ダ
イも有効である。
単層製膜装置以外にも、多層製膜装置を用いて製造も可能である。
このようにして、樹脂が供給口から押出機に入ってからダイから出るまでの滞留時間は３
分～４０分が好ましく、さらに好ましくは４分～３０分である。
【００７６】
（ダイのクリアランス）
本発明のアクリルフィルムの製造方法では、ダイリップのクリアランス（Ｃ）と製膜後の
フィルム厚み（Ｔ）の比（Ｃ／Ｔ）が５～３０であることが好ましく、５～２５であるこ
とがより好ましく、５～２２であることがより好ましい。
【００７７】
また、前記Ｃ／Ｔの範囲でダイからメルトを押出すことで、本発明のアクリルフィルムの
好ましい範囲のＲｅおよびＲｔｈに制御できる。溶融樹脂（メルト）はダイから押出され
た後、固化するまでの間に上記倍率で延伸・薄化が行われ、これが残留歪となり、Ｒｅお
よびＲｔｈを発現させる。前記Ｃ／Ｔの範囲にすることでドロー比を抑えることとなり、
ＲｅおよびＲｔｈを好ましい範囲に制御することができる。
【００７８】
（ダイ中央の温度およびダイ両端の温度）
本明細書中において、ダイ中央の温度とは、ダイリップとメルト配管の接続部の中間点を
ダイ全幅に渡って等間隔に２０点測定した温度のうち中央部３点の平均値を指す。
また、本明細書中において、ダイ両端の温度とは、ダイリップとメルト配管の接続部の中
間点をダイ全幅に渡って等間隔に２０点測定した温度のうちダイ両端から各２点（合計４
点）の平均値をさす。
【００７９】
本発明のアクリルフィルムの製造方法におけるダイ両端の温度は、ダイ中央の温度より０
．１℃～２０℃高いことが好ましい。ダイ両端の温度は、ダイ中央の温度より０．５℃～
１５℃高いことがより好ましく、１℃～１０℃高くすることがより好ましい。即ちダイ内
では、メルトが中央部を通過するパス長より両端を通過するパス長の方が長いため滞留時
間が長くなり熱分解が発生し易く、異物となり易い。このためダイの両端を加熱し溶融粘
度を下げることでメルトの流動性を上げ滞留時間を短くすることで熱分解に起因する異物
の個数を低減できる。ダイ両端の温度がダイ中央の温度より０．５℃以上高ければメルト
の粘度を十分下げることができて、十分に効果が生じ、ダイ両端の温度がダイ中央の温度
より１５℃以下高い場合は、熱分解が進行し過ぎないため異物が減少して好ましい。
【００８０】
なお、好ましいダイ中央部の温度はＴｇ＋７０℃～Ｔｇ＋１７０℃であり、より好ましく
はＴｇ＋８０℃～Ｔｇ＋１６０℃であり、さらに好ましくはＴｇ＋９０℃～Ｔｇ＋１５０
℃である。
このようなダイ中央の温度およびダイ両端の温度の温度調整はダイの幅方向に分割したヒ
ーターを取り付け、各々の温度を調整することで達成できる。好ましい分割数は３～２０
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である。
【００８１】
（ダイの温度およびダイリップの温度）
本明細書中において、ダイの温度とはダイリップとメルト配管の接続部の中間点をダイ全
幅に渡って等間隔に１０点測定した温度の平均値を指す。
本明細書中において、ダイリップの温度とはダイリップの表面温度をダイ幅方向に渡って
等間隔に１０点測定した温度の平均値を指す。
【００８２】
本発明のアクリルフィルムの製造方法において、ダイリップの温度をダイの温度より１℃
～３０℃高くすることが好ましく、２℃～２６℃高くすることがより好ましく、３℃～２
２℃高くすることが特に好ましい。
【００８３】
ダイリップの温度をダイの温度より上記の温度だけ高くすることで、ダイから出たメルト
の温度が高くなり、ダイから出た後の延伸・薄化を行い易くなる。さらにメルトが高温の
ままキャストロールに達するため、キャストロールとタッチロールで形成する面内方向の
レターデーションの測定角依存性（α）も発現し易くすることができ、アクリルフィルム
の好ましいαの範囲に制御することができることとなり好ましい。
【００８４】
また、ダイリップの温度をダイの温度より上記の温度だけ高くすることで、アクリル樹脂
メルトを少しだけ熱分解させて黄変させ、波長分散を本発明のアクリルフィルムの範囲に
することができることなり好ましい。
【００８５】
ダイリップの温度をダイの温度より上記の温度だけ高くすることで、ダイ出口のメルトの
粘度を低下させ、ダイリップでの内圧上昇を抑制し膨張を抑制できる。
【００８６】
ダイリップの温度をダイの温度より上記の温度だけ高くすることで、製膜速度を高めるこ
とができ、生産性が高まることとなり好ましい。高速製膜で問題になるのは、メルトがキ
ャストロールに接触するとき空気を持ち込み、メルトがキャストロールに密着できず厚み
むらを増大するためである。このため、上記のようにダイリップの温度をダイの温度より
上記の温度だけ上げることでメルトの粘性を上げ、キャストロールへの密着を改良できる
。このような効果はアクリル系樹脂において特に顕著である。
【００８７】
ダイリップの温度をダイの温度より１℃～１５℃高くすることで前記の効果を十分に生じ
させることができ、好ましい。一方、ダイリップの温度をダイの温度より１５℃以下だけ
高くすることでアクリル樹脂の熱分解を適度な範囲に抑え、熱分解に起因する１μｍ～１
０ｍｍの異物を３個／ｍ2以下にすることができ、好ましい。
【００８８】
このようなダイリップの昇温は、ダイリップ近傍に棒状のヒーターを設置することできる
。加熱するリップ部の幅は０．５ｃｍ～２０ｃｍが好ましく、より好ましくは１ｃｍ～１
０ｃｍ、さらに好ましくは１．５ｃｍ～５ｃｍである。
【００８９】
このような方法によりリップ近傍のみを加熱することができ、これによりアクリル樹脂の
加熱時間を最小限にし、特に熱分解による異物発生を抑制することができる。
【００９０】
（キャスト）
ダイよりシート上に押し出された溶融樹脂（メルト）をキャストロール（以下、チルロー
ルともいう）上で冷却固化し、フィルムを得る。
この時、ダイとキャストロールの間を遮蔽し風の影響を抑制することが好ましい。
メルトがキャストロールに接触する際、静電印加法、エアナイフ法、エアーチャンバー法
、バキュームノズル法、タッチロール法等を用い、キャストロールとメルトとの密着を上
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げることが好ましく、中でもタッチロール法が好ましい。このような密着向上法はメルト
の全面に実施してもよく、一部に実施してもよい。
【００９１】
（タッチロール法）
本発明においてチルロールとは、ダイから押し出されたメルトが最初に接触するキャスト
ロールのことをいい、タッチロールとは、前記チルロールに対向して設置したロールをい
う。設置することがより好ましく、前記タッチロールと前記チルロールの間にダイから押
出したメルトを通し、成型しながら冷却固化させることが特に好ましい。このようなタッ
チロール法を用いることで、熱膨張係数を本発明の範囲に制御することができる。なお、
以下においてキャストロールという場合は、前記チルロールと、複数キャストロールが存
在する場合の２番目以降のキャストロールとを含む。
【００９２】
（タッチ圧）
本発明において、タッチ圧とは、タッチロールを押し付けている力をフィルムとタッチロ
ールの接触面積で割った値である。タッチ圧は０．１ＭＰａ～１０ＭＰａであることが好
ましく、０．３ＭＰａ～７ＭＰａであることがより好ましく、０．５ＭＰａ～３ＭＰａで
あることが特に好ましい。なお、従来一般的に用いられているタッチロールの面圧は３０
ＭＰａ程度である。
【００９３】
（タッチロール）
このような弱いタッチ圧を実現するには、タッチロールは通常の剛性の高いものではなく
、弾性を有するものが好ましい。このためには、ロールの外筒厚みを通常のロールよりも
薄くすることが必要であり、外筒の肉厚Ｚは、０．０５ｍｍ～７．０ｍｍが好ましく、よ
り好ましくは０．２ｍｍ～５．０ｍｍ、さらに好ましくは０．３ｍｍ～３．５ｍｍである
。
【００９４】
前記アクリルフィルムを製造する方法におけるタッチロールおよびキャストロールの表面
は、算術平均高さＲａが１００ｎｍ以下、好ましくは５０ｎｍ以下、さらに好ましくは２
５ｎｍ以下である。このようなＲａのタッチロールおよびキャストロールを用いて製膜す
ることで、適度な表面凹凸を持つ前記アクリルフィルムを製膜できる。
前記タッチロールおよびキャストロールの材質は金属であることが好ましく、より好まし
くはステンレスである。また、タッチロールおよびキャストロールの表面に金属メッキを
行ったタッチロールおよびキャストロールも好ましい。タッチロールおよびキャストロー
ルの表面が金属であればタッチロールおよびキャストロールのＲａを１００ｎｍ以下にす
ることが容易となるため好ましい。
【００９５】
前記タッチロールは、例えば、特開平１１－３１４２６３号公報、特開２００２－３６３
３２号公報、特開平１１－２３５７４７号公報、国際公開第９７／２８９５０号パンフレ
ット、特開２００４－２１６７１７号公報、特開２００３－１４５６０９号公報記載のも
のを利用できる。
【００９６】
前記キャストロールは複数本用いて徐冷することがより好ましい（このうち前記タッチロ
ールを用いるのは最上流側（ダイに近い方）の最初のキャストロール、すなわちチルロー
ル、にタッチさせるように配置する）。一般的には２～６本の冷却ロールを用いることが
比較的よく行われているが、この限りではない。ロールの直径は１００ｍｍ～１５００ｍ
ｍが好ましく、より好ましくは１５０ｍｍ～１０００ｍｍである。複数本あるロールの間
隔は、面間で０．３ｍｍ～３００ｍｍが好ましく、より好ましくは、１ｍｍ～１００ｍｍ
、さらに好ましくは３ｍｍ～３０ｍｍである。
【００９７】
ダイから押出されたメルトを３連以上の多連式キャストロール上で固化する際に、キャス
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トロールの温度パターンが、下流側ロール温度が上流側ロールより１℃～１５℃低いこと
が好ましく、１℃～１０℃低いことがより好ましく、２℃～８℃低いことが特に好ましい
。
このように、多連式キャストロールの温度分布の設定により、製膜するアクリルフィルム
を徐冷することにより、パッキング密度の向上を促進することができる。そのため、得ら
れるアクリルフィルムの湿度膨張係数、熱膨張係数およびＲａを本発明の範囲に制御しや
すくすることができる。また、得られるアクリルフィルムの両面の物性をより均一化する
ことや、アクリルフィルム内の残存ひずみを解消しやすくすることもできるため、本発明
の偏光板の保護フィルムとして前記アクリルフィルムを使用した場合に、湿度および熱に
対する寸法安定性を向上させることができる。
【００９８】
（キャストロール温度）
ダイから押出されたメルトをキャストロール上で固化する際、用いるタッチロールの温度
は、アクリル樹脂のＴｇを基準としてＴｇ－３０℃～Ｔｇ＋１０℃であることが好ましく
、Ｔｇ－２０℃～Ｔｇ＋５℃であることがより好ましく、Ｔｇ－１０℃～Ｔｇであること
が特に好ましい。例えば、本発明で用いることが好ましいアクリル樹脂の場合は、タッチ
ロールの温度は６０℃～１６０℃とすることが好ましく、７０℃～１５０℃とすることが
より好ましく、８０℃～１４０℃ととすることが特に好ましいが、これらは本発明を限定
するものではない。
このような温度制御はこれらのロール内部に温調した液体、気体を通すことで達成できる
。このように内部に温調機構を有するものがより好ましい。前記温調機構としては、例え
ば、タッチロールを金属シャフトの上に設置してその間に熱媒（流体）を通した態様が挙
げられ、外筒と金属シャフトの上に間に弾性体層を設けて外筒の間に熱媒（流体）を満た
した態様が挙げられる。これらの態様において前記熱媒の温度を調整することで、タッチ
ロールの温度を調整できる。
【００９９】
ダイから押出されたメルトをキャストロール上で固化する際、前記範囲の温度のタッチロ
ールを用い、前記範囲のタッチ圧で挟み込んで製膜することが好ましい。
【０１００】
（製膜速度）
このような広幅での製膜は、上記のような製膜速度で製膜することで達成できる。即ちダ
イの広幅化によりダイ内の流路面積が増加しメルトの流れが乱れ易いが、製膜速度を上げ
ることでダイ内のメルトの速度を上げ、ダイ内でのメルトの滞留により引き起こされるメ
ルトの流れの不均一性を解消できる。
【０１０１】
このような効果は製膜速度が１２ｍ／分～５０ｍ／分で顕著であり、より好ましくは１４
ｍ／分～４０ｍ／分、さらに好ましくは１６ｍ／分～３５ｍ／分である。通常のアクリル
の溶融製膜は１０ｍ／分以下の速度で行われるが、上記のような高速で製膜することでダ
イリップでのズリの効果をより強く発現できる。
製膜速度が前記範囲を下回ると、このようなズリの効果が小さく、ＲｅおよびＲｔｈが本
発明の範囲を下回り好ましくない。一方、製膜速度が本発明の範囲を上回ると、Ｒｅおよ
びＲｔｈが本発明の範囲を上回り好ましくない。
【０１０２】
さらに、１２ｍ／分～５０ｍ／分の高い製膜速度にすることで、前記アクリルフィルムの
Ｒａを好ましい範囲に制御することができる。製膜速度が高くなることによりダイリップ
出口でメルトが引っ張られ、メルトの膨張が抑制されることとなり、メルトとリップ表面
が擦れることを抑制することで、アクリルフィルムの表面凹凸を好ましい範囲に制御する
ことができる。
【０１０３】
また製膜速度を上記のようにすることによりダイ内の滞留時間を抑制でき、異物の数を低
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減できる。製膜速度を１２ｍ／分未満ではダイ内の滞留時間が増加し好ましくなく、製膜
速度が５０ｍ／分を超えると、ダイ内でのメルトの流れが乱れフィルム内の均一性が低下
し偏光板にした時に像の歪が発生し好ましくない。
【０１０４】
（トリミング）
このようにして延製膜した後、両端をトリミングすることも好ましい。トリミングで切り
落とした部分は破砕し、再度原料として使用してもよい。
【０１０５】
（厚みだし加工）
また片端あるいは両端に厚みだし加工（ナーリング処理）を行うことも好ましい。厚みだ
し加工による凹凸の高さは１μｍ～５０μｍが好ましく、より好ましくは３μｍ～２０μ
ｍである。厚みだし加工は両面に凸になるようにしても、片面に凸になるようにしても構
わない。厚みだし加工の幅は１ｍｍ～５０ｍｍが好ましく、より好ましくは３ｍｍ～３０
ｍｍである。押出し加工は室温～３００℃で実施できる。
【０１０６】
（巻取り）
この後、キャストロールから剥ぎ取り、ニップロールを経た後巻き取る。巻き取り速度は
１０ｍ／分～１００ｍ／分が好ましく、より好ましくは１５ｍ／分～８０ｍ／分、さらに
好ましくは２０ｍ／分～７０ｍ／分である。
好ましい巻き取り張力は２ｋｇ／ｍ幅～５０ｋｇ／幅、より好ましくは５ｋｇ／ｍ幅～３
０ｋｇ／幅である。
巻き取る前に片面或いは両面にラミフィルムを付けることも好ましい。ラミフィルムの厚
みは５μｍ～１００μｍが好ましく、１０μｍ～５０μｍがより好ましい。材質はポリエ
チレン、ポリエステル、ポリプロピレン等、特に限定されない。
【０１０７】
（延伸）
溶融製膜したアクリルフィルムは縦延伸（以下、ＭＤ延伸ともいう）、横延伸（以下、Ｍ
Ｄ延伸ともいう）を行うのが好ましく、さらに緩和収縮処理を組合わせても良い。このよ
うにアクリルフィルムをＭＤ延伸および／またはＴＤ延伸することにより、アクリルフィ
ルムの短辺方向および長辺方向の熱膨張係数を本発明の範囲に制御しやすくすることがで
きる。
【０１０８】
（ＭＤ方向延伸工程）
本発明のアクリルフィルムの製造方法におけるＭＤ方向延伸工程では、ＭＤ方向に延伸温
度Ｔｇ－５～Ｔｇ＋３０℃で延伸する。延伸温度がＴｇ－５℃以上であればフィルムが延
伸する前に破断してしまうことがないため好ましく、Ｔｇ＋３０℃以下であれば分子鎖の
緩和が小さくいため分子が配向し易くなるため好ましい。
前記延伸温度は、Ｔｇ～Ｔｇ＋３０℃であることが好ましく、Ｔｇ～Ｔｇ＋１５℃である
ことがより好ましい。
【０１０９】
本発明のアクリルフィルムの製造方法におけるＭＤ方向延伸工程では、ＭＤ方向に延伸倍
率５０～３００％で延伸する。延伸倍率を５０％以上とすることで分子の配向が大きくな
り好ましく、３００％以下とすることで破断せずにフィルムが製膜できるため好ましい。
前記延伸倍率は、７０～３００％であることが好ましく、１００～３００％であることが
より好ましい。
なお、本発明でいう延伸倍率とは下記式で定義されるものである。
延伸倍率（％）＝１００×｛（延伸後の長さ）－(延伸前の長さ)｝／（延伸前の長さ）
【０１１０】
本発明のアクリルフィルムの製造方法におけるＭＤ方向延伸工程では、ＭＤ方向に延伸速
度１～５０％／ｓｅｃで延伸する。延伸速度を１％／ｓｅｃ以上とすることで分子の配向
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が大きくなり好ましく、３０％／ｓｅｃ以下とすることで破断せずにフィルムが製膜でき
るため好ましい。
前記延伸速度は、２～３０％／ｓｅｃであることが好ましく、５～３０％／ｓｅｃである
ことがより好ましい。
【０１１１】
ＭＤ方向の延伸は、ＴＤ方向を自由端として行うことが好ましい。このような方法で延伸
することにより、安定したＭＤ延伸を行うことができ、熱膨張係数を低下させることがで
きる。
【０１１２】
縦延伸は２対のニップロールを設置し、この間を加熱しながら出口側のニップロールの周
速を入口側のニップロールの周速より速くすることで達成できる。この際、ニップロール
間の間隔（Ｌ）と延伸前のフィルム幅（Ｗ）を変えることで厚み方向のレターデーション
の発現性を変えることができる。Ｌ／Ｗが２を超え５０以下（長スパン延伸）ではＲｔｈ
を小さくでき、Ｌ／Ｗが０．０１～０．３（短スパン延伸）ではＲｔｈを大きくできる。
本発明のアクリルフィルムの製造方法では、Ｌ／Ｗは２を越え５０以下であることが好ま
しく、５～４０であることがより好ましく、５～２０であることが特に好ましい。このよ
うな方法で延伸することにより、本発明のアクリルフィルムにおいて好ましいＲｔｈの範
囲に制御することができる。さらに、安定したＭＤ延伸を行うこともでき、本発明のアク
リルフィルムの範囲に熱膨張係数を低下させることができる。
【０１１３】
（ＴＤ方向延伸工程）
ＴＤ方向延伸前記は公知の方法を用いて実施でき、好ましくはテンタークリップを用い実
施できる。即ちフィルムの幅方向の両端部をクリップで把持し、横方向に拡幅することで
延伸する。この時、テンター内に所望の温度の風を送ることで延伸温度を制御できる。
【０１１４】
本発明のアクリルフィルムの製造方法におけるＴＤ方向延伸工程では、ＴＤ方向に延伸温
度Ｔｇ－５～Ｔｇ＋３０℃で延伸する。延伸温度がＴｇ－５℃以上であればフィルムが延
伸する前に破断してしまうことがないため好ましく、Ｔｇ＋３０℃以下であれば分子鎖の
緩和が小さくいため分子が配向し易くなるため好ましい。
前記延伸温度は、Ｔｇ～Ｔｇ＋３０℃であることが好ましく、Ｔｇ～Ｔｇ＋１５℃である
ことがより好ましい。
【０１１５】
本発明のアクリルフィルムの製造方法におけるＴＤ方向延伸工程では、ＴＤ方向に延伸倍
率５０～３００％で延伸する。延伸倍率を５０％以上とすることで分子の配向が大きくな
り好ましく、３００％以下とすることで破断せずにフィルムが製膜できるため好ましい。
前記延伸倍率は、７０～３００％であることが好ましく、１００～３００％であることが
より好ましい。
【０１１６】
本発明のアクリルフィルムの製造方法におけるＴＤ方向延伸工程では、ＴＤ方向に延伸速
度１～５０％／ｓｅｃで延伸する。延伸速度を１％／ｓｅｃ以上とすることで分子の配向
が大きくなり好ましく、３０％／ｓｅｃ以下とすることで破断せずにフィルムが製膜でき
るため好ましい。
前記延伸速度は、２～３０％／ｓｅｃであることが好ましく、５～３０％／ｓｅｃである
ことがより好ましい。
【０１１７】
前記ＴＤ延伸は、クリップを用いてＴＤ延伸を行うことが好ましい。このような方法で延
伸することにより、安定したＴＤ延伸を行うことができる。
クリップのＴＤ延伸開始時部分における温度はＴｇ－３０℃～Ｔｇ＋１０℃であることが
好ましく、Ｔｇ－２０～Ｔｇ＋５℃であることがより好ましく、Ｔｇ－２０～Ｔｇ℃であ
ることが特に好ましい。Ｔｇ－３０℃以上であればフィルムがクリップで割れることがな
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く好ましく、Ｔｇ＋１０℃以下であればフィルムがクリップへ粘着し難く、フィルム破断
の原因が減るため好ましい。
【０１１８】
（熱処理）
このようなＭＤ延伸やＴＤ延伸の前に予熱、延伸の後に後熱処理を行うことで延伸後のＲ
ｅ，Ｒｔｈ分布を小さくし、ボーイングに伴う配向角のばらつきを小さくできる。予熱、
後熱処理はどちらか一方であっても良いが、両方行うのがより好ましい。これらの予熱、
後熱処理はクリップで把持して行うのが好ましく、即ち延伸と連続して行うのが好ましい
。
後熱処理は延伸温度より１℃～５０℃、より好ましく２℃～４０℃、さらに好ましくは３
℃～３０℃低くすることが好ましい。さらに好ましくは延伸温度以下でかつTg以下にする
のが好ましい。好ましい予熱時間は１秒～１０分であり、より好ましくは５秒～４分、さ
らに好ましくは１０秒～２分である。熱固定の際、テンターの幅はほぼ一定に保つことが
好ましい。ここで「ほぼ」とは延伸終了後のテンター幅の０％（延伸後のテンター幅と同
じ幅）～－１０％（延伸後のテンター幅より１０％縮める＝縮幅）を指す。延伸幅以上に
拡幅すると、フィルム中に残留歪が発生しやすく好ましくない。
予熱は延伸温度±５０℃、より好ましくは延伸温度±３５℃、さらに好ましくは延伸温度
±２０℃である。後熱処理後のボーイングが進行方向に凸の場合は延伸温度より下げるの
が好ましく、進行方向に凹の場合は延伸温度より高くするのが好ましい。好ましい予熱時
間は１秒～１０分であり、より好ましくは５秒～４分、さらに好ましくは１０秒～２分で
ある。予熱の際、テンターの幅はほぼ一定に保つことが好ましい。ここで「ほぼ」とは未
延伸フィルムの幅の±１０％を指す。
このように熱固定温度＜延伸温度＜予熱温度であることがより好ましい。
【０１１９】
このようなＭＤ延伸やＴＤ延伸によりＲｅ、Ｒｔｈの幅方向、長手方向のばらつき、配向
角のＭＤ（長手方向）あるいはＴＤ（幅方向）からのずれを小さくできる
【０１２０】
（二軸延伸）
本発明のアクリルフィルムの製造方法では、前記延伸温度、前記延伸倍率、前記延伸速度
条件下でＭＤ方向延伸工程およびＴＤ方向延伸工程による二軸延伸を行う。このような条
件下で二軸延伸ことで、意外にも熱膨張係数がＭＤ方向とＴＤ方向ともに４０～９０ｐｐ
ｍ／℃である本発明のアクリルフィルムが製造される。いかなる理論に拘泥するものでも
ないが、このような条件下で二軸延伸を行うことにより、マイクロクラックを発生するこ
となく、分子鎖を配向できることとなり、熱膨張係数が低いアクリルフィルムを製造する
ことができたと考えられる。また、本発明のアクリルフィルムの製造方法における二軸延
伸は、同時二軸延伸であっても、逐次二軸延伸であってもよい。
【０１２１】
本発明のアクリルフィルムの製造方法では、ＭＤ方向の延伸倍率／ＴＤ方向の延伸倍率の
比が０．８５～１．１５であることが好ましく、０．９５～１．１０であることがより好
ましく、０．９７～１．０７であることが特に好ましい。ＭＤ方向の延伸倍率／ＴＤ方向
の延伸倍率の比が上記範囲であればＲｅが小さなフィルムが作製できるため好ましい。
【０１２２】
さらに、このような延伸によりＲｅ、Ｒｔｈの幅方向、長手方向のばらつき、配向角のＭ
Ｄ（長手方向）あるいはＴＤ（幅方向）からのずれを小さくできる。
【０１２３】
３）緩和処理
縦、横延伸の後に緩和処理を行うのが好ましい。緩和処理はＴｇ±４０℃、より好ましく
はＴｇ±３０℃、さらに好ましくはＴｇ±２０℃で、低張力（０．１～１０ｋｇ／ｍ、よ
り好ましくは０．２～５ｋｇ／ｍ、さらに好ましくは０．３～３ｋｇ／ｍ）で０．１分～
３０分、より好ましくは０．３分～１５分、さらに好ましくは０．５分～８分熱処理する
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のが好ましい。これにより延伸により発現した複屈折（レターデーション）を変化させず
に、熱収縮を抑制できる。
【０１２４】
（フィルムの加工）
本発明のアクリルフィルムに、発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５、２００
１年３月１５日発行、発明協会）にて３２頁～４５頁に詳細に記載されている機能性層を
組み合わせることも好ましい。中でも好ましいのが、偏光層の付与により得られる本発明
の偏光板、光学異方性層の付与により得られる本発明の光学補償フィルム、反射防止層の
付与により得られる本発明の反射防止フィルムである。また、これらの加工したフィルム
を本発明の液晶表示装置に用いることも好ましい。
【０１２５】
［偏光板］
本発明のアクリルフィルムに、少なくとも偏光子（以下、偏光膜ともいう）を積層するこ
とで、本発明の偏光板を得ることができる。以下において、本発明の偏光板を説明する。
【０１２６】
本発明の偏光板は、本発明のアクリルフィルムと偏光子を用いたものであれば、特に構成
に制限はない。例えば、本発明の偏光板が、偏光子とその両面を保護する二枚の偏光板保
護フィルム（透明ポリマーフィルム）からなる場合において、本発明のアクリルフィルム
を少なくとも一方の偏光板保護フィルムとして用いることができる。また、本発明の偏光
板は、その少なくとも一方の面に、他の部材との貼着のための粘着剤層を有してもよい。
また、本発明の偏光板において、本発明のアクリルフィルムの表面が凹凸構造であれば、
アンチグレア性（防眩性）の機能を有することになる。さらに、本発明の偏光板には、本
発明のアクリルフィルムの表面にさらに反射防止層（低屈折率層）を積層した本発明の反
射防止フィルムや、本発明のアクリルフィルムの表面にさらに光学異方性層を積層した本
発明の光学補償フィルムを用いることも好ましい。
【０１２７】
一般に液晶表示装置は二枚の偏光板の間に液晶セルが設けられるため、４枚の偏光板保護
フィルムを有する。本発明のアクリルフィルムは、４枚の偏光板保護フィルムのいずれに
用いてもよいが、本発明のアクリルフィルムは、液晶表示装置における液晶セルと偏光板
との間に配置される保護フィルムとして、特に有利に用いることができる。
【０１２８】
本発明の偏光板は、セルロースアシレートフィルム、偏光子および本発明のアクリルフィ
ルムがこの順に積層している構成であることがより好ましい。また、セルロースアシレー
トフィルム、偏光子、本発明のアクリルフィルムおよび粘着剤層がこの順に積層している
構成もより好ましい。
【０１２９】
（アクリルフィルム）
本発明の偏光板のアクリルフィルムには、本発明のアクリルフィルムが用いられる。また
、前記アクリルフィルムには表面処理をしておくこともできる。表面処理方法としては、
例えば、コロナ放電、グロー放電、ＵＶ照射、火炎処理等の方法が挙げられる。
【０１３０】
（セルロースアシレートフィルム）
本発明の偏光板のセルロースアシレートフィルムには、公知の偏光板用のセルロースアシ
レートフィルムが用いられる。例えば、公知のトリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィル
ム（例えば、富士フィルム（株）製フジタックＴ－６０）などを好ましく用いることがで
きる。また、前記ルロースアシレートフィルムには表面処理をしておくこともできる。表
面処理方法としては、例えば、けん化処理などが挙げられる。
【０１３１】
（偏光子）
前記偏光子としては、例えば、ポリビニルアルコールフィルムを沃素溶液中に浸漬して延
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伸したもの等を用いることができる。
【０１３２】
本発明に用いられる偏光子は、本発明の目的を達成し得るものであれば、任意の適切なも
のが選択され得る。前記偏光子としては、例えば、親水性高分子フィルムにヨウ素や二色
性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水処理
物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等のポリエン系配向フィルム等が挙げられる。前記親
水性高分子フィルムとしては、例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマー
ル化ポリビニルアルコール系フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィ
ルム等が挙げられる。本発明において、ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着
させた偏光子が好ましい。
【０１３３】
ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させた偏光子の場合、前記ヨウ素の含有
量は、光学特性を考慮すると、例えば、２．０重量％～５．０重量％の範囲であり、好ま
しくは、２．０重量％～４．０重量％の範囲である。
【０１３４】
前記偏光子は、好ましくは、さらにカリウムおよびホウ素の少なくとも一方を含有する。
前記偏光子のカリウム含有量は、好ましくは、０．２重量％～１．０重量％の範囲であり
、より好ましくは、０．３重量％～０．９重量％の範囲である。前記偏光子のホウ素含有
量は、好ましくは、０．５重量％～３．０重量％の範囲であり、より好ましくは、１．０
重量％～２．８重量％の範囲である。前記偏光子が、カリウムおよびホウ素を含有するこ
とによって、好ましい範囲の複合弾性率（Ｅｒ）を有し、且つ、偏光度が高い偏光子（偏
光板）を得ることができる。カリウムおよびホウ素の少なくとも一方を含む偏光子の製造
は、例えば、偏光子の形成材料であるフィルムを、カリウムおよびホウ素の少なくとも一
方の溶液に浸漬すればよい。前記溶液は、ヨウ素を含む溶液を兼ねてもよい。
【０１３５】
前記ポリビニルアルコール系フィルムを得る方法としては、任意の適切な成形加工法が採
用され得る。前記成形加工法としては、従来公知の方法が適用できる。また、前記ポリビ
ニルアルコール系フィルムには、市販のフィルムをそのまま用いることもできる。市販の
ポリビニルアルコール系フィルムとしては、例えば、（株）クラレ製の商品名「クラレビ
ニロンフィルム」、東セロ（株）製の商品名「トーセロビニロンフィルム」、日本合成化
学工業（株）製の商品名「日合ビニロンフィルム」等が挙げられる。
【０１３６】
偏光子の製造方法の一例について、例えば、ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする
高分子フィルム（原反フィルム）は、純水を含む膨潤浴、およびヨウ素水溶液を含む染色
浴に浸漬され、速比の異なるロールでフィルム長手方向に張力を付与されながら、膨潤処
理および染色処理が施される。つぎに、膨潤処理および染色処理されたフィルムは、ヨウ
化カリウムを含む架橋浴中に浸漬され、速比の異なるロールでフィルムの長手方向に張力
を付与されながら、架橋処理および最終的な延伸処理が施される。架橋処理されたフィル
ムは、ロールによって、純水を含む水洗浴中に浸漬され、水洗処理が施される。水洗処理
されたフィルムは、乾燥して水分率を調節した後で巻き取られる。このように、偏光子は
、原反フィルムを、例えば、元の長さの５倍～７倍に延伸することで得ることができる。
【０１３７】
前記偏光子は、接着剤との密着性を向上させるために、任意の表面改質処理が施されてい
てもよい。前記表面改質処理としては、例えば、コロナ処理、プラズマ処理、グロー放電
処理、火炎処理、オゾン処理、ＵＶオゾン処理、紫外線処理等が挙げられる。これらの処
理は、単独で、または２つ以上を組み合せて用いてもよい。
【０１３８】
（粘着剤層）
本発明の偏光板は、最外層の少なくとも一方として粘着剤層を有していても良い（このよ
うな偏光板を粘着型偏光板と称することがある）。特に好ましい形態として、前記アクリ
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ルフィルムの偏光子が接着されていない側に、他の光学フィルムや液晶セル等の他部材と
接着するための粘着剤層を設けることができる。
【０１３９】
粘着剤層の形成には、粘着剤層の２５℃相対湿度６０％で１ｋｇの加重を１時間かけるク
リープ試験のズレ量が１００μｍ～８００μｍとなるような適宜な粘着剤を用いることが
でき、その種類について特に制限はない。粘着剤としては、ゴム系粘着剤、アクリル系粘
着剤、シリコーン系粘着剤、ウレタン系粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着剤、ポリ
ビニルアルコール系粘着剤、ポリビニルピロリドン系粘着剤、ポリアクリルアミド系粘着
剤、セルロース系粘着剤などがあげられる。
【０１４０】
粘着剤層のクリープズレ量を制御するには、例えば、ベースモノマー、共重合モノマーの
種類、その配合割合、架橋剤の種類、その配合量、添加剤の種類、その配合量等を制御す
ることにより行うことができる。例えば、粘着剤ベースポリマーの分子量を調整したり、
ガラス転移温度や凝集性などが異なるモノマーを共重合したり、架橋剤の添加量による架
橋度を制御することなどが効果的に適用される。
【０１４１】
これら粘着剤のなかでも、光学的透明性に優れ、適宜な濡れ性と凝集性と接着性の粘着特
性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく使用される。このような特徴を
示すものとしてアクリル系粘着剤が好ましく使用される。特に、アクリル系ポリマーおよ
び架橋剤を含む粘着剤により形成されているものを好適に用いることができる。
【０１４２】
アクリル系粘着剤は、（メタ）アクリル酸アルキルエステルのモノマーユニットを主骨格
とするアクリル系ポリマーをベースポリマーとする。なお、（メタ）アクリル酸アルキル
エステルはアクリル酸アルキルエステルおよび／またはメタクリル酸アルキルエステルを
いい、本発明の（メタ）とは同様の意味である。アクリル系ポリマーの主骨格を構成する
、（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、直鎖状または分岐鎖状のアルキル基の
炭素数１～２０のものを例示できる。例えば、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アク
リル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アク
リル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸イソ
ノニル、（メタ）アクリル酸イソミリスチル、（メタ）アクリル酸ラウリル等を例示でき
る。これらは単独であるいは組み合わせて使用することができる。これらアルキル基の平
均炭素数は３～９であるのが好ましい。
【０１４３】
前記アクリル系ポリマーのなかでも、平衡水分率を低く制御する観点から、疎水性の高い
（メタ）アクリル酸アルキルエステルのモノマーユニットを主骨格とするアクリルポリマ
ーをベースポリマーとすることが好ましい。一般に（メタ）アクリル酸アルキルエステル
としては、前記の光学透明性、適度な濡れ性と凝集力、接着力、耐候性や耐熱性などの点
から、直鎖状または分岐鎖状のアルキル基の炭素数３～９のもの、好ましくは４～８のも
のが実用上好ましく用いられる。これらアルキル基のなかでも、アルキル基の炭素数が大
きい程、疎水性が高くなり、当該平衡水分率を低くするうえで好ましい。かかる（メタ）
アクリル酸アルキルエステルとしては、例えば、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）ア
クリル酸イソオクチルがあげられる。これらのなかでも疎水性が高い（メタ）アクリル酸
イソオクチルが好ましい。
【０１４４】
前記アクリル系ポリマー中には、接着性や耐熱性の改善を目的に、１種類以上の共重合モ
ノマーを共重合により導入することができる。そのような共重合モノマーの具体例として
は、例えば、(メタ)アクリル酸２－ヒドロキシエチル、(メタ)アクリル酸２－ヒドロキシ
プロピル、(メタ)アクリル酸４－ヒドロキシブチル、(メタ)アクリル酸６－ヒドロキシヘ
キシル、(メタ)アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、(メタ)アクリル酸１０－ヒドロキシ
デシル、(メタ)アクリル酸１２－ヒドロキシラウリルや（４－ヒドロキシメチルシクロヘ
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キシル)－メチルアクリレートなどのヒドロキシル基含有モノマー；(メタ)アクリル酸、
カルボキシエチル(メタ)アクリレート、カルボキシペンチル(メタ)アクリレート、イタコ
ン酸、マレイン酸、フマール酸、クロトン酸などのカルボキシル基含有モノマー；無水マ
レイン酸、無水イタコン酸などの酸無水物基含有モノマー；アクリル酸のカプロラクトン
付加物；スチレンスルホン酸やアリルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メ
チルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル
（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロイルオキシナフタレンスルホン酸などのスルホ
ン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェートなどの燐酸基含有
モノマーなどがあげられる。
【０１４５】
また、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル
（メタ）アクリルアミドやＮ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプロ
パン（メタ）アクリルアミドなどの（Ｎ－置換）アミド系モノマー；（メタ）アクリル酸
アミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸
tert－ブチルアミノエチルなどの（メタ）アクリル酸アルキルアミノアルキル系モノマー
；（メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチルなどの（メタ
）アクリル酸アルコキシアルキル系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレン
スクシンイミドやＮ－（メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド
、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミド、Ｎ－アクリロ
イルモルホリンなどのスクシンイミド系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイミドやＮ－
イソプロピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミドやＮ－フェニルマレイミドなどのマレ
イミド系モノマー；Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチル
イタコンイミド、Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコンイミド
、Ｎ－シクロヘキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミドなどのイタコンイミ
ド系モノマー、なども改質目的のモノマー例としてあげられる。
【０１４６】
さらに改質モノマーとして、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、Ｎ－ビニルピロリドン、
メチルビニルピロリドン、ビニルピリジン、ビニルピペリドン、ビニルピリミジン、ビニ
ルピペラジン、ビニルピラジン、ビニルピロール、ビニルイミダゾール、ビニルオキサゾ
ール、ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類、スチレン、α－メチルスチレ
ン、Ｎ－ビニルカプロラクタムなどのビニル系モノマー；アクリロニトリル、メタクリロ
ニトリルなどのシアノアクリレート系モノマー；（メタ）アクリル酸グリシジルなどのエ
ポキシ基含有アクリル系モノマー；（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコール、（メタ
）アクリル酸ポリプロピレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシエチレングリコー
ル、（メタ）アクリル酸メトキシポリプロピレングリコールなどのグリコール系アクリル
エステルモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、フッ素（メタ）アクリ
レート、シリコーン（メタ）アクリレートや２－メトキシエチルアクリレートなどのアク
リル酸エステル系モノマーなども使用することができる。
【０１４７】
アクリル系ポリマー中の前記共重合モノマーの割合は、特に制限されないが、全構成モノ
マーの重量比率において、０～３０％程度、さらには０．１～１５％程度であるのが好ま
しい。
【０１４８】
これら共重合モノマーの中でも、光学フィルム用途として液晶セルへの接着性、耐久性の
点から、ヒドロキシル基含有モノマー、カルボキシル基含有モノマー、酸無水物基含有モ
ノマーが好ましく用いられる。これらモノマーは、架橋剤との反応点になる。ヒドロキシ
ル基含有モノマー、カルボキシル基含有モノマー、酸無水物モノマーなどは分子間架橋剤
との反応性に富むため、得られる粘着剤層の凝集性や耐熱性の向上のために好ましく用い
られる。例えば、ヒドロキシル基含有モノマーとしては、（メタ）アクリル酸２－ヒドロ
キシエチルを用いるよりも、好ましくは（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、さら
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に好ましくは（メタ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシルのように、ヒドロキシアルキル
基のアルキル基の大きいものを用いるのが好ましい。共重合モノマーとしてヒドロキシル
基含有モノマーを用いる場合、その割合は全構成モノマーの重量比率において、０．０１
～５％、さらには０．０１～３％であるのが好ましい。また、共重合モノマーとしてカル
ボキシル基含有モノマーを用いる場合、その割合は全構成モノマーの重量比率において、
０．０１～１０％、さらには０．０１～７％であるのが好ましい。
【０１４９】
アクリル系ポリマーの平均分子量は特に制限されないが、重量平均分子量は、１０万～２
５０万程度であるのが好ましい。前記アクリル系ポリマーの製造は、各種公知の手法によ
り製造でき、例えば、バルク重合法、溶液重合法、懸濁重合法等のラジカル重合法を適宜
選択できる。ラジカル重合開始剤としては、アゾ系、過酸化物系の各種公知のものを使用
できる。反応温度は通常５０～８０℃程度、反応時間は１～８時間とされる。また、前記
製造法の中でも溶液重合法が好ましく、アクリル系ポリマーの溶媒としては一般に酢酸エ
チル、トルエン等が用いられる。溶液濃度は通常２０～８０重量％程度とされる。
【０１５０】
また前記粘着剤は、架橋剤を含有する粘着剤組成物とするのが好ましい。粘着剤に配合で
きる多官能化合物としては、有機系架橋剤や多官能性金属キレートがあげられる。有機系
架橋剤としては、エポキシ系架橋剤、イソシアネート系架橋剤、イミン系架橋剤、過酸化
物系架橋剤、などがあげられる。これら架橋剤は１種または２種以上を組み合わせて用い
ることができる。有機系架橋剤としてはイソシアネート系架橋剤が好ましい。また、イソ
シアネート系架橋剤は過酸化物系架橋剤と組み合わせて好適に用いられる。多官能性金属
キレートは、多価金属が有機化合物と共有結合または配位結合しているものである。多価
金属原子としては、Ａｌ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｖ、Ｚｎ、Ｉｎ、Ｃａ
、Ｍｇ、Ｍｎ、Ｙ、Ｃｅ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｍｏ、Ｌａ、Ｓｎ、Ｔｉ等があげられる。共有結
合または配位結合する有機化合物中の原子としては酸素原子等があげられ、有機化合物と
してはアルキルエステル、アルコール化合物、カルボン酸化合物、エーテル化合物、ケト
ン化合物等があげられる。
【０１５１】
アクリル系ポリマー等のベースポリマーと架橋剤の配合割合は特に限定されないが、通常
、ベースポリマー（固形分）１００重量部に対して、架橋剤（固形分）０．００１～２０
重量部程度が好ましく、さらには０．０１～１５重量部程度が好ましい。前記架橋剤とし
ては、イソシアネート系架橋剤、過酸化物系架橋剤が好ましい。過酸化物系架橋剤は、ベ
ースポリマー（固形分）１００重量部に対して、０．０１～３重量部程度が好ましく、０
．０２～２.５重量部程度が好ましく、さらには０．０５～２.０重量部程度が好ましい。
イソシアネート系架橋剤は、ベースポリマー（固形分）１００重量部に対して、０．００
１～２重量部程度が好ましく、さらには０．０１～１．５重量部程度が好ましい。また、
イソシアネート系架橋剤および過酸化物系架橋剤は、前記範囲で用いることができる他、
これらを併用して好ましく用いることができる。
【０１５２】
さらに粘着剤には、必要に応じて、シランカップリング剤、粘着付与剤、可塑剤、ガラス
繊維、ガラスビーズ、酸化防止剤、紫外線吸収剤、透明微粒子等を、また本発明の目的を
逸脱しない範囲で各種の添加剤を適宜に使用することもできる。
【０１５３】
添加剤としては、シランカップリング剤が好適であり、ベースポリマー（固形分）１００
重量部に対して、シランカップリング剤（固形分）０．００１～１０重量部程度が好まし
く、さらには０．００５～５重量部程度を配合するのが好ましい。シランカップリング剤
としては、従来から知られているものを特に制限なく使用できる。例えば、γ－グリシド
キシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、γ－
グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、２－（３，４エポキシシクロヘキシル）
エチルトリメトキシシランなどのエポキシ基含有シランカップリング剤、３－アミノプロ
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ピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメト
キシシラン、３－トリエトキシシリル－Ｎ－（１，３－ジメチルブチリデン）プロピルア
ミンなどのアミノ基含有シランカップリング剤、３－アクリロキシプロピルトリメトキシ
シラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシランなどの（メタ）アクリル基含有
シランカップリング剤、３－イソシアネートプロピルトリエトキシシラン等のイソシアネ
ート基含有シランカップリング剤を例示できる。
【０１５４】
ゴム系粘着剤のベースポリマーとしては、たとえば、天然ゴム、イソプレン系ゴム、スチ
レン－ブタジエン系ゴム、再生ゴム、ポリイソブチレン系ゴム、さらにはスチレン－イソ
プレン－スチレン系ゴム、スチレン－ブタジエン－スチレン系ゴム等があげられる。シリ
コーン系粘着剤のベースポリマーとしては、たとえば、ジメチルポリシロキサン、ジフェ
ニルポリシロキサン等があげられ、これらベースポリマーもカルボキシル基等の官能基が
導入されたものを使用することができる。
【０１５５】
（偏光板の製造方法）
本発明の偏光板の製造方法を説明する。
本発明の偏光板は、接着剤を用いて前記偏光子の少なくとも片面に本発明のアクリルフィ
ルムの片面（表面処理をしてある場合は表面処理面）を貼り合わせることで製造できる。
また、セルロースアシレートフィルム、偏光子および本発明のアクリルフィルムの順に貼
り合わせる場合は、本発明の偏光板は偏光子の両面に接着剤を用いて偏光子とその他のフ
ィルムを張り合わせることで製造できる。本発明の偏光板の製造方法においては、本発明
のアクリルフィルムが偏光子と直接貼合されていることが好ましい。
【０１５６】
前記接着剤としては、公知の偏光板製造用接着剤を用いることができる。また、前記偏光
子と各フィルムの間に接着剤層を有する態様も好ましい。前記接着剤の具体例としては、
ポリビニルアルコールまたはポリビニルアセタール（例、ポリビニルブチラール）の水溶
液や、ビニル系ポリマー（例、ポリブチルアクリレート）のラテックスを用いることがで
きる。特に好ましい接着剤は、完全鹸化ポリビニルアルコールの水溶液である。前記ポリ
ビニルアルコール系接着剤は、ポリビニルアルコール系樹脂と架橋剤を含有することが好
ましい。
【０１５７】
本発明の偏光板の製造方法は、上記の方法に限定されず、他の方法を用いることもできる
。例えば、特開２０００－１７１６３５号、特開２００３－２１５５６３号、特開２００
４－７０２９６号、特開２００５－１８９４３７号、特開２００６－１９９７８８号、特
開２００６－２１５４６３号、特開２００６－２２７０９０号、特開２００６－２４３２
１６号、特開２００６－２４３６８１号、特開２００６－２５９３１３号、特開２００６
－２７６５７４号、特開２００６－３１６１８１号、特開２００７－１０７５６号、特開
２００７－１２８０２５号、特開２００７－１４００９２号、特開２００７－１７１９４
３号、特開２００７－１９７７０３号、特開２００７－３１６３６６号、特開２００７－
３３４３０７号、特開２００８－２０８９１号各公報などに記載の方法を使用できる。こ
れらの中でもより好ましくは特開２００７－３１６３６６号、特開２００８－２０８９１
号各公報に記載の方法である。
【０１５８】
このようにして得た本発明の偏光板は、液晶表示装置内で使用するのが好ましく、液晶セ
ルの視認側、バックライト側のどちらか片側に設けても、両側に設けてもよく、限定され
ない。本発明の偏光板が適用可能な画像表示装置の具体例としては、エレクトロルミネッ
センス（ＥＬ）ディスプレイ、プラズマディスプレイ（ＰＤ）、電界放出ディスプレイ（
ＦＥＤ：Ｆｉｅｌｄ Ｅｍｉｓｓｉｏｎ Ｄｉｓｐｌａｙ）のような自発光型表示装置が挙
げられる。液晶表示装置は透過型液晶表示装置、反射型液晶表示装置等に適用される。
【０１５９】
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［光学補償フィルム］
本発明のアクリルフィルムに光学異方性層を付与することで、本発明の光学補償フィルム
を得ることができる。以下において、本発明の光学補償フィルムを説明する。
【０１６０】
（光学異方性層）
光学異方性層は、液晶表示装置の黒表示における液晶セル中の液晶性化合物を補償するよ
うに設計することが好ましい。黒表示における液晶セル中の液晶性化合物の配向状態は、
液晶表示装置のモードにより異なる。この液晶セル中の液晶性化合物の配向状態に関して
は、ＩＤＷ'００、ＦＭＣ７－２のＰ４１１～４１４等に記載されている。
光学異方性層は、支持体上に直接液晶性化合物から形成するか、もしくは配向膜を介して
液晶性化合物から形成する。配向膜は、１０μｍ以下の膜厚を有することが好ましい。
光学異方性層に用いる液晶性化合物には、棒状液晶性化合物およびディスコティック液晶
性化合物が含まれる。棒状液晶性化合物およびディスコティック液晶性化合物は、高分子
液晶でも低分子液晶でもよく、さらに、低分子液晶が架橋され液晶性を示さなくなったも
のも含まれる。光学異方性層は、液晶性化合物および必要に応じて重合性開始剤や任意の
成分を含む塗布液を、配向膜の上に塗布することで形成できる。本発明の配向膜として好
ましい例は、特開平８－３３８９１３号公報に記載されている。
【０１６１】
（棒状液晶性化合物）
棒状液晶性化合物としては、アゾメチン類、アゾキシ類、シアノビフェニル類、シアノフ
ェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フェニルエステル類
、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニルピリミジン類、アルコキシ置換
フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類およびアルケニルシクロヘキシ
ルベンゾニトリル類が好ましく用いられる。
なお、棒状液晶性化合物には、金属錯体も含まれる。また、棒状液晶性化合物を繰り返し
単位中に含む液晶ポリマーも、棒状液晶性化合物として用いることができる。すなわち、
棒状液晶性化合物は、（液晶）ポリマーと結合していてもよい。
棒状液晶性化合物については、例えば、季刊化学総説第２２巻液晶の化学（１９９４）日
本化学会編の第４章、第７章および第１１章、および液晶デバイスハンドブック日本学術
振興会第１４２委員会編の第３章に記載のものを採用できる。
棒状液晶性化合物の複屈折率は、０．００１～０．７の範囲にあることが好ましい。
【０１６２】
棒状液晶性化合物は、その配向状態を固定するために、重合性基を有することが好ましい
。重合性基は、不飽和重合性基またはエポキシ基が好ましく、不飽和重合性基がさらに好
ましく、エチレン性不飽和重合性基が最も好ましい。
【０１６３】
（ディスコティック液晶性化合物）
ディスコティック液晶性化合物には、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの研究報告（Ｍｏｌ．Ｃｒ
ｙｓｔ．７１巻、１１１頁（１９８１年））に記載されているベンゼン誘導体、Ｃ．Ｄｅ
ｓｔｒａｄｅらの研究報告（Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．１２２巻、１４１頁（１９８５年）、
Ｐｈｙｓｉｃｓ ｌｅｔｔ，Ａ，７８巻、８２頁（１９９０））に記載されているトルキ
セン誘導体、Ｂ．Ｋｏｈｎｅらの研究報告（Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．９６巻、７０頁（１
９８４年））に記載されたシクロヘキサン誘導体およびＪ．Ｍ．Ｌｅｈｎらの研究報告（
Ｊ．Ｃ．Ｓ．，Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．，１７９４頁（１９８５年））、Ｊ．Ｚｈａｎ
ｇらの研究報告（Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１１６巻、２６５５頁（１９９４年））
に記載されているアザクラウン系やフェニルアセチレン系マクロサイクルが含まれる。
【０１６４】
ディスコティック液晶性化合物としては、分子中心の母核に対して、直鎖のアルキル基、
アルコキシ基、置換ベンゾイルオキシ基が母核の側鎖として放射線状に置換した構造の化
合物も含まれる。分子または分子の集合体が、回転対称性を有し、一定の配向を付与でき
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層は、最終的に光学異方性層に含まれる化合物がディスコティック液晶性化合物である必
要はなく、例えば、低分子のディスコティック液晶性分子が熱や光で反応する基を有して
おり、結果的に熱、光で反応により重合または架橋し、高分子量化し液晶性を失った化合
物も含まれる。ディスコティック液晶性化合物の好ましい例は、特開平８－５０２０６号
公報に記載されている。また、ディスコティック液晶性化合物の重合については、特開平
８－２７２８４号公報に記載がある。
【０１６５】
ディスコティック液晶性化合物を重合により固定するためには、ディスコティック液晶性
化合物の円盤状コアに、置換基として重合性基を結合させる必要がある。ただし、円盤状
コアに重合性基を直結させると、重合反応において配向状態を保つことが困難になる。そ
こで、円盤状コアと重合性基との間に、連結基を導入する。従って、重合性基を有するデ
ィスコティック液晶性化合物は、下記式（５）で表わされる化合物であることが好ましい
。
【０１６６】
一般式（５）
Ｄ（－ＬＱ）r

（一般式（５）中、Ｄは円盤状コアであり、Ｌは二価の連結基であり、Ｑは重合性基であ
り、ｒは４～１２の整数である。）
【０１６７】
円盤状コア（Ｄ）の例を以下に示す。以下の各例において、ＬＱ（またはＱＬ）は、二価
の連結基（Ｌ）と重合性基（Ｑ）との組み合わせを意味する。
【０１６８】
【化５】

【０１６９】
【化６】

【０１７０】
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【化７】

【０１７１】
【化８】

【０１７２】
【化９】

【０１７３】

【化１０】

【０１７４】
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【化１１】

【０１７５】

【化１２】

【０１７６】
【化１３】

【０１７７】
一般式（５）において、二価の連結基（Ｌ）は、アルキレン基、アルケニレン基、アリー
レン基、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－Ｏ－、－Ｓ－およびそれらの組み合わせからなる群より
選ばれる二価の連結基であることが好ましい。二価の連結基（Ｌ）は、アルキレン基、ア
リーレン基、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－Ｏ－および－Ｓ－からなる群より選ばれる二価の基
を少なくとも二つ組み合わせた二価の連結基であることがさらに好ましい。二価の連結基
（Ｌ）は、アルキレン基、アリーレン基、－ＣＯ－および－Ｏ－からなる群より選ばれる
二価の基を少なくとも二つ組み合わせた二価の連結基であることが最も好ましい。アルキ
レン基の炭素原子数は、１～１２であることが好ましい。アルケニレン基の炭素原子数は
、２～１２であることが好ましい。アリーレン基の炭素原子数は、６～１０であることが
好ましい。
【０１７８】
二価の連結基（Ｌ）の例を以下に示す。左側が円盤状コア（Ｄ）に結合し、右側が重合性
基（Ｑ）に結合する。ＡＬはアルキレン基またはアルケニレン基、ＡＲはアリーレン基を



(34) JP 6021686 B2 2016.11.9

10

20

30

意味する。なお、アルキレン基、アルケニレン基およびアリーレン基は、置換基（例、ア
ルキル基）を有していてもよい。
Ｌ１：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－、
Ｌ２：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－、
Ｌ３：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－、
Ｌ４：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ５：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－、
Ｌ６：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－、
Ｌ７：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ８：－ＣＯ－ＮＨ－ＡＬ－、
Ｌ９：－ＮＨ－ＡＬ－Ｏ－、
Ｌ１０：－ＮＨ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
【０１７９】
Ｌ１１：－Ｏ－ＡＬ－、
Ｌ１２：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－、
Ｌ１３：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ１４：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－ＮＨ－ＡＬ－、
Ｌ１５：－Ｏ－ＡＬ－Ｓ－ＡＬ－、
Ｌ１６：－Ｏ－ＣＯ－ＡＬ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ１７：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－ＣＯ－、
Ｌ１８：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ１９：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ２０：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ２１：－Ｓ－ＡＬ－、
Ｌ２２：－Ｓ－ＡＬ－Ｏ－、
Ｌ２３：－Ｓ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－、
Ｌ２４：－Ｓ－ＡＬ－Ｓ－ＡＬ－、
Ｌ２５：－Ｓ－ＡＲ－ＡＬ－。
【０１８０】
一般式（５）の重合性基（Ｑ）は、重合反応の種類に応じて決定する。重合性基（Ｑ）の
例を以下に示す。
【０１８１】
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【化１４】

【０１８２】
重合性基（Ｑ）は、不飽和重合性基（Ｑ１、Ｑ２、Ｑ３、Ｑ７、Ｑ８、Ｑ１５、Ｑ１６、
Ｑ１７）またはエポキシ基（Ｑ６、Ｑ１８）であることが好ましく、不飽和重合性基であ
ることがさらに好ましく、エチレン性不飽和重合性基（Ｑ１、Ｑ７、Ｑ８、Ｑ１５、Ｑ１
６、Ｑ１７）であることが最も好ましい。具体的なｒの値は、円盤状コア（Ｄ）の種類に
応じて決定される。なお、複数のＬとＱの組み合わせは、異なっていてもよいが、同一で
あることが好ましい。
【０１８３】
ハイブリッド配向では、ディスコティック液晶性化合物の長軸（円盤面）と支持体の面と
の角度、すなわち傾斜角が、光学異方性層の深さ（すなわち、透明支持体に垂直な）方向
でかつ偏光膜の面からの距離の増加と共に増加または減少している。角度は、距離の増加
と共に増加することが好ましい。さらに、傾斜角の変化としては、連続的増加、連続的減
少、間欠的増加、間欠的減少、連続的増加と連続的減少を含む変化、あるいは、増加およ
び減少を含む間欠的変化が可能である。間欠的変化は、厚さ方向の途中で傾斜角が変化し
ない領域を含んでいる。角度が変化しない領域を含んでいても、全体として増加または減
少していればよい。しかしながら、傾斜角は連続的に変化することが好ましい。
【０１８４】
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ディスコティック液晶性化合物の長軸（円盤面）の平均方向（各分子の長軸方向の平均）
は、一般にディスコティック液晶性化合物あるいは配向膜の材料を選択することにより、
またはラビング処理方法を選択することにより、調整することができる。また、表面側（
空気側）のディスコティック液晶性化合物の長軸（円盤面）方向は、一般にディスコティ
ック液晶性化合物あるいはディスコティック液晶性化合物と共に使用する添加剤の種類を
選択することにより調整することができる。
ディスコティック液晶性化合物と共に使用する添加剤の例としては、可塑剤、界面活性剤
、重合性モノマーおよびポリマーなどを挙げることができる。長軸の配向方向の変化の程
度も、上記と同様に、液晶性分子と添加剤との選択により調整できる。
【０１８５】
ディスコティック液晶性化合物と共に使用する可塑剤、界面活性剤および重合性モノマー
は、ディスコティック液晶性化合物と相溶性を有し、ディスコティック液晶性化合物の傾
斜角の変化を与えられるか、あるいは配向を阻害しないことが好ましい。添加成分の中で
も重合性モノマー（例、ビニル基、ビニルオキシ基、アクリロイル基およびメタクリロイ
ル基を有する化合物）の添加が好ましい。上記化合物の添加量は、ディスコティック液晶
性化合物に対して一般に１～５０質量％の範囲にあり、５～３０質量％の範囲にあること
が好ましい。なお、重合性の反応性官能基数が４以上のモノマーを混合して用いると、配
向膜と光学異方性層間の密着性を高めることができる。
【０１８６】
前記光学異方性層は、ディスコティック液晶性化合物とともにポリマーを含有していても
よい。該ポリマーは、ディスコティック液晶性化合物とある程度の相溶性を有し、ディス
コティック液晶性化合物に傾斜角の変化を与えられることが好ましい。ポリマーの例とし
ては、セルロースエステルを挙げることができる。セルロースエステルの好ましい例とし
ては、セルロースアセテート、セルロースアセテートプロピオネート、ヒドロキシプロピ
ルセルロースおよびセルロースアセテートブチレートを挙げることができる。ディスコテ
ィック液晶性化合物の配向を阻害しないように、上記ポリマーの添加量は、ディスコティ
ック液晶性化合物に対して０．１～１０質量％の範囲にあることが好ましく、０．１～８
質量％の範囲にあることがより好ましく、０．１～５質量％の範囲にあることがさらに好
ましい。
ディスコティック液晶性化合物のディスコティックネマティック液晶相－固相転移温度は
、７０～３００℃が好ましく、７０～１７０℃がさらに好ましい。
【０１８７】
（液晶性分子の配向状態の固定）
配向させた液晶性分子を、配向状態を維持して固定することができる。固定化は、重合反
応により実施することが好ましい。重合反応には、熱重合開始剤を用いる熱重合反応と光
重合開始剤を用いる光重合反応とが含まれる。光重合反応が好ましい。
【０１８８】
（光重合開始剤）
光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（米国特許２３６７６６１号、同２３６７
６７０号の各公報記載）、アシロインエーテル（米国特許２４４８８２８号公報記載）、
α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合物（米国特許２７２２５１２号公報記載）、多核
キノン化合物（米国特許３０４６１２７号、同２９５１７５８号の各公報記載）、トリア
リールイミダゾールダイマーとｐ－アミノフェニルケトンとの組み合わせ（米国特許３５
４９３６７号公報記載）、アクリジンおよびフェナジン化合物（特開昭６０－１０５６６
７号、米国特許４２３９８５０号の各公報記載）およびオキサジアゾール化合物（米国特
許４２１２９７０号公報記載）が含まれる。
【０１８９】
光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１～２０質量％の範囲にあることが好
ましく、０．５～５質量％の範囲にあることがさらに好ましい。
液晶性分子の重合のための光照射は、紫外線を用いることが好ましい。
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照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2～５０Ｊ／ｃｍ2の範囲にあることが好ましく、２０
ｍＪ／ｃｍ2～５０００ｍＪ／ｃｍ2の範囲にあることがより好ましく、１００ｍＪ／ｃｍ
2～８００ｍＪ／ｃｍ2の範囲にあることがさらに好ましい。また、光重合反応を促進する
ため、加熱条件下で光照射を実施してもよい。
保護層を、光学異方性層の上に設けてもよい。
【０１９０】
前記光学異方性層は、前記液晶性化合物の少なくとも一種と、所望により重合性開始剤、
フッ素系ポリマー等の添加剤を含有する塗布液を調製し、該塗布液を配向膜表面に塗布・
乾燥することで形成することができる。
【０１９１】
（フッ素系化合物）
フッ素系化合物としては、従来公知の化合物が挙げられるが、具体的には、例えば特開２
００１－３３０７２５号公報明細書中の段落番号［００２８］～［００５６］に記載のフ
ッ素系化合物等が挙げられる。
【０１９２】
（溶媒）
塗布液の調製に使用する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例に
は、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスルホ
キシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、ア
ルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン、テトラクロロエタン）、エステル
（例、酢酸メチル、酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エー
テル（例、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハラ
イドおよびケトンが好ましい。２種類以上の有機溶媒を併用してもよい。
均一性の高い光学補償フィルムを作製する場合には、前記塗布液の表面張力が２５ｍＮ／
ｍ以下であることが好ましく、２２ｍＮ／ｍ以下であることがさらに好ましい。
【０１９３】
（光学補償フィルムの製造方法）
塗布液の塗布は、公知の方法（例、押し出しコーティング法、ダイレクトグラビアコーテ
ィング法、リバースグラビアコーティング法、ダイコーティング法）により実施できる。
【０１９４】
液晶性化合物塗布の前に、塗布に供するフィルムの表面をラビングすることが好ましい。
ラビング法では、ＬＣＤの液晶配向処理工程として広く採用されているラビング処理方法
を応用することができる。すなわち、膜の表面を、紙やガーゼ、フェルト、ゴムあるいは
ナイロン、ポリエステル繊維を用いて一定方向に擦ることにより配向を得る。一般には、
長さおよび太さが均一な繊維を平均的に植毛した布を用いて数回程度ラビングを行うこと
により実施される。ロール自身の真円度、円筒度、振れ（偏芯）がいずれも３０μｍ以下
であるラビングロールを用いて実施することが好ましい。ラビングロールへのフィルムの
ラップ角度は、０．１～９０度が好ましい。ただし、特開平８－１６０４３０号公報に記
載されているように、３６０度以上巻き付けることで、安定なラビング処理を得ることも
できる。
長尺フィルムをラビング処理する場合は、フィルムを搬送装置により一定張力の状態で１
～１００ｍ／ｍｉｎの速度で搬送することが好ましい。ラビングロールは、任意のラビン
グ角度設定のためフィルム進行方向に対し水平方向に回転自在とされることが好ましい。
０～６０度の範囲で適切なラビング角度を選択することが好ましい。液晶表示装置に使用
する場合は、４０～５０度が好ましい。４５度が特に好ましい。
【０１９５】
［反射防止フィルム］
本発明のアクリルフィルムの上に反射防止層を付与することで、本発明の反射防止フィル
ムが得られる。反射防止膜は、一般に、防汚性層でもある低屈折率層と、および低屈折率
層より高い屈折率を有する少なくとも一層の層（本明細書中における、高屈折率層、およ
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び中屈折率層）とを（透明）支持体上に設けて成る。
【０１９６】
屈折率の異なる無機化合物（金属酸化物等）の透明薄膜を積層させた多層膜として、化学
蒸着（ＣＶＤ）法や物理蒸着（ＰＶＤ）法、金属アルコキシド等の金属化合物のゾルゲル
方法でコロイド状金属酸化物粒子皮膜を形成後に後処理（紫外線照射：特開平９－１５７
８５５号公報、プラズマ処理：特開２００２－３２７３１０号公報）して薄膜を形成する
方法が挙げられる。
一方、生産性が高い反射防止膜として、無機粒子をマトリックスに分散されてなる薄膜を
積層塗布してなる反射防止膜が各種提案されている。
上述したような塗布による反射防止フィルムに最上層表面が微細な凹凸の形状を有する防
眩性を付与した反射防止層から成る反射防止フィルムも挙げられる。
本発明のアクリルフィルムは前記いずれの方式にも適用できるが、特に好ましいのが塗布
による方式（塗布型）である。
【０１９７】
（層構成）
（透明）支持体上に少なくとも中屈折率層、高屈折率層、低屈折率層（最外層）の順序の
層構成から成る反射防止膜は、以下の関係を満足する屈折率を有する様に設計される。
高屈折率層の屈折率＞中屈折率層の屈折率＞透明支持体の屈折率＞低屈折率層の屈折率
また、透明支持体と中屈折率層との間に、ハードコート層を設けてもよい。さらには、中
屈折率ハードコート層、高屈折率層および低屈折率層からなってもよい。
例えば、特開平８－１２２５０４号公報、同８－１１０４０１号公報、同１０－３００９
０２号公報、特開２００２－２４３９０６号公報、特開２０００－１１１７０６号公報等
が挙げられる。
【０１９８】
また、各層に他の機能を付与させてもよく、例えば、防汚性の低屈折率層、帯電防止性の
高屈折率層としたもの（例、特開平１０－２０６６０３号公報、特開２００２－２４３９
０６号公報等）等が挙げられる。
【０１９９】
反射防止膜のヘイズは、５％以下あることが好ましく、３％以下がさらに好ましい。また
、膜の強度は、ＪＩＳ Ｋ５４００に従う鉛筆硬度試験でＨ以上であることが好ましく、
２Ｈ以上であることがさらに好ましく、３Ｈ以上であることが最も好ましい。
【０２００】
（高屈折率層および中屈折率層）
反射防止膜の高い屈折率を有する層は、平均粒子サイズ１００ｎｍ以下の高屈折率の無機
化合物超微粒子およびマトリックスバインダーを少なくとも含有する硬化性膜から成る。
高屈折率の無機化合物微粒子としては、屈折率１．６５以上の無機化合物が挙げられ、好
ましくは屈折率１．９以上のものが挙げられる。例えば、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｓｂ、Ｓｎ、Ｚｒ
、Ｃｅ、Ｔａ、Ｌａ、Ｉｎ等の酸化物、これらの金属原子を含む複合酸化物等が挙げられ
る。
このような超微粒子とするには、粒子表面が表面処理剤で処理されること（例えば、シラ
ンカップリング剤等：特開平１１－２９５５０３号公報、同１１－１５３７０３号公報、
特開２０００－９９０８号公報、アニオン性化合物或は有機金属カップリング剤：特開２
００１－３１０４３２号公報等）、高屈折率粒子をコアとしたコアシェル構造とすること
（特開２００１－１６６１０４等）、特定の分散剤併用（例、特開平１１－１５３７０３
号公報、特許番号ＵＳ６２１０８５８Ｂ１、特開２００２－２７７６０６９号公報等）等
挙げられる。
マトリックスを形成する材料としては、従来公知の熱可塑性樹脂、硬化性樹脂皮膜等が挙
げられる。
さらに、ラジカル重合性および／またはカチオン重合性の重合性基を少なくとも２個以上
含有の多官能性化合物含有組成物、加水分解性基を含有の有機金属化合物およびその部分
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縮合体組成物から選ばれる少なくとも１種の組成物が好ましい。例えば、特開２０００－
４７００４号公報、同２００１－３１５２４２号公報、同２００１－３１８７１号公報、
同２００１－２９６４０１号公報等に記載の化合物が挙げられる。
また、金属アルコキドの加水分解縮合物から得られるコロイド状金属酸化物と金属アルコ
キシド組成物から得られる硬化性膜も好ましい。例えば、特開２００１－２９３８１８号
公報等に記載されている。
高屈折率層の屈折率は、－般に１．７０～２．２０である。高屈折率層の厚さは、５ｎｍ
～１０μｍであることが好ましく、１０ｎｍ～１μｍであることがさらに好ましい。
中屈折率層の屈折率は、低屈折率層の屈折率と高屈折率層の屈折率との間の値となるよう
に調整する。中屈折率層の屈折率は、１．５０～１．７０であることが好ましい。
【０２０１】
（低屈折率層）
低屈折率層は、高屈折率層の上に順次積層して成る。低屈折率層の屈折率は１．２０～１
．５５である。好ましくは１．３０～１．５０である。
耐擦傷性、防汚性を有する最外層として構築することが好ましい。耐擦傷性を大きく向上
させる手段として表面への滑り性付与が有効で、従来公知のシリコーンの導入、フッ素の
導入等から成る薄膜層の手段を適用できる。
含フッ素化合物の屈折率は１．３５～１．５０であることが好ましい。より好ましくは１
．３６～１．４７である。また、含フッ素化合物はフッ素原子を３５～８０質量％の範囲
で含む架橋性若しくは重合性の官能基を含む化合物が好ましい。
例えば、特開平９－２２２５０３号公報明細書段落番号［００１８］～［００２６］、同
１１－３８２０２号公報明細書段落番号［００１９］～［００３０］、特開２００１－４
０２８４号公報明細書段落番号［００２７］～［００２８］、特開２０００－２８４１０
２号公報等に記載の化合物が挙げられる。
シリコーン化合物としてはポリシロキサン構造を有する化合物であり、高分子鎖中に硬化
性官能基あるいは重合性官能基を含有して、膜中で橋かけ構造を有するものが好ましい。
例えば、反応性シリコーン（例、サイラプレーン（チッソ（株）製等）、両末端にシラノ
ール基含有のポリシロキサン（特開平１１－２５８４０３号公報等）等が挙げられる。
【０２０２】
架橋または重合性基を有する含フッ素および／またはシロキサンのポリマーの架橋または
重合反応は、重合開始剤、増感剤等を含有する最外層を形成するための塗布組成物を塗布
と同時または塗布後に光照射や加熱することにより実施することが好ましい。
また、シランカップリング剤等の有機金属化合物と特定のフッ素含有炭化水素基含有のシ
ランカップリング剤とを触媒共存下に縮合反応で硬化するゾルゲル硬化膜も好ましい。
【０２０３】
例えば、ポリフルオロアルキル基含有シラン化合物またはその部分加水分解縮合物（特開
昭５８－１４２９５８号公報、同５８－１４７４８３号公報、同５８－１４７４８４号公
報、特開平９－１５７５８２号公報、同１１－１０６７０４号公報記載等記載の化合物）
、フッ素含有長鎖基であるポリ「パーフルオロアルキルエーテル」基を含有するシリル化
合物（特開２０００－１１７９０２号公報、同２００１－４８５９０号公報、同２００２
－５３８０４号公報記載の化合物等）等が挙げられる。
【０２０４】
低屈折率層は、前記以外の添加剤として充填剤（例えば、二酸化珪素（シリカ）、含フッ
素粒子（フッ化マグネシウム，フッ化カルシウム，フッ化バリウム）等の一次粒子平均径
が１～１５０ｎｍの低屈折率無機化合物、特開平１１－３８２０号公報の段落番号［００
２０］～［００３８］に記載の有機微粒子等）、シランカップリング剤、滑り剤、界面活
性剤等を含有することができる。
低屈折率層が最外層の下層に位置する場合、低屈折率層は気相法（真空蒸着法、スパッタ
リング法、イオンプレーティング法、プラズマＣＶＤ法等）により形成されてもよい。安
価に製造できる点で、塗布法が好ましい。
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低屈折率層の膜厚は、３０～２００ｎｍであることが好ましく、５０～１５０ｎｍである
ことがさらに好ましく、６０～１２０ｎｍであることが最も好ましい。
【０２０５】
（ハードコート層）
ハードコート層は、反射防止フィルムに物理強度を付与するために、透明支持体の表面に
設ける。特に、透明支持体と前記高屈折率層の間に設けることが好ましい。
ハードコート層は、光および／または熱の硬化性化合物の架橋反応、または、重合反応に
より形成されることが好ましい。
前記硬化性官能基としては、光重合性官能基が好ましく、また、加水分解性官能基含有の
有機金属化合物は有機アルコキシシリル化合物が好ましい。
これらの化合物の具体例としては、高屈折率層で例示したと同様のものが挙げられる。
ハードコート層の具体的な構成組成物としては、例えば、特開２００２－１４４９１３号
公報、同２０００－９９０８号公報、国際公開第００／４６６１７号パンフレット等記載
のものが挙げられる。
高屈折率層はハードコート層を兼ねることができる。このような場合、高屈折率層で記載
した手法を用いて微粒子を微細に分散してハードコート層に含有させて形成することが好
ましい。
【０２０６】
ハードコート層は、平均粒子サイズ０．２～１０μｍの粒子を含有させて防眩機能（アン
チグレア機能）を付与した防眩層（後述）を兼ねることもできる。
ハードコート層の膜厚は用途により適切に設計することができる。ハードコート層の膜厚
は、０．２～１０μｍであることが好ましく、より好ましくは０．５～７μｍである。
ハードコート層の強度は、ＪＩＳ Ｋ５４００に従う鉛筆硬度試験で、Ｈ以上であること
が好ましく、２Ｈ以上であることがさらに好ましく、３Ｈ以上であることが最も好ましい
。また、ＪＩＳ Ｋ５４００に従うテーバー試験で、試験前後の試験片の摩耗量が少ない
ほど好ましい。
【０２０７】
（前方散乱層）
前方散乱層は、液晶表示装置に適用した場合の、上下左右方向に視角を傾斜させたときの
視野角改良効果を付与するために設ける。前記ハードコート層中に屈折率の異なる微粒子
を分散することで、ハードコート機能と兼ねることもできる。
例えば、前方散乱係数を特定化した特開平１１－３８２０８号公報、透明樹脂と微粒子の
相対屈折率を特定範囲とした特開２０００－１９９８０９号公報、ヘイズ値を４０％以上
と規定した特開２００２－１０７５１２号公報等が挙げられる。
【０２０８】
（その他の層）
前記の層以外に、プライマー層、帯電防止層、下塗り層や保護層等を設けてもよい。
【０２０９】
（反射防止フィルムの製造方法）
反射防止フィルムの各層は、ディップコート法、エアーナイフコート法、カーテンコート
法、ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート、マイクログラビア法や
エクストルージョンコート法（米国特許２６８１２９４号明細書）により、塗布により形
成することができる。
【０２１０】
反射防止膜は、外光を散乱させるアンチグレア機能を有していてもよい。アンチグレア機
能は、反射防止膜の表面に凹凸を形成することにより得られる。反射防止膜がアンチグレ
ア機能を有する場合、反射防止膜のヘイズは、３～３０％であることが好ましく、５～２
０％であることがさらに好ましく、７～２０％であることが最も好ましい。
【０２１１】
反射防止膜表面に凹凸を形成する方法は、これらの表面形状を充分に保持できる方法であ
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ればいずれの方法でも適用できる。例えば、低屈折率層中に微粒子を使用して膜表面に凹
凸を形成する方法（例えば、特開２０００－２７１８７８号公報等）、低屈折率層の下層
（高屈折率層、中屈折率層またはハードコート層）に比較的大きな粒子（粒子サイズ０．
０５～２μｍ）を少量（０．１～５０質量％）添加して表面凹凸膜を形成し、その上にこ
れらの形状を維持して低屈折率層を設ける方法（例えば、特開２０００－２８１４１０号
公報、同２０００－９５８９３号公報、同２００１－１００００４号公報、同２００１－
２８１４０７号公報等）、最上層（防汚性層）を、塗設後の表面に物理的に凹凸形状を転
写する方法（例えば、エンボス加工方法として、特開昭６３－２７８８３９号公報、特開
平１１－１８３７１０号公報、特開２０００－２７５４０１号公報等記載）等が挙げられ
る。
【０２１２】
［液晶表示装置］
本発明の光学補償フィルムおよび偏光板は、種々のモードの液晶表示装置に用いることが
でき、本発明の液晶表示装置を得られる。以下、本発明の液晶表示装置について、各液晶
モードにおける光学異方性層の好ましい形態とあわせて説明する。
【０２１３】
（ＩＰＳモード液晶表示装置）
本発明のアクリルフィルムは、ＩＰＳモードの液晶セルを有するＩＰＳ型液晶表示装置の
光学補償シートの支持体、または偏光板の保護膜としても特に有利に用いられる。これら
のモードは黒表示時に液晶材料が略平行に配向する態様であり、電圧無印加状態で液晶分
子を基板面に対して平行配向させて、黒表示する。これらの態様において本発明のアクリ
ルフィルムを用いた偏光板は視野角拡大、コントラストの良化に寄与する。
ＩＰＳ液晶表示装置は、例えば特開２００３－１５１６０号、特開２００３－７５８５０
号、特開２００３－２９５１７１号、特開２００４－１２７３０号、特開２００４－１２
７３１号、特開２００５－１０６９６７号、特開２００５－１３４９１４号、特開２００
５－２４１９２３号、特開２００５－２８４３０４号、特開２００６－１８９７５８号、
特開２００６－１９４９１８号、特開２００６－２２０６８０号、特開２００７－１４０
３５３号、特開２００７－１７８９０４号、特開２００７－２９３２９０号、特開２００
７－３２８３５０号、特開２００８－３２５１号、特開２００８－３９８０６号、特開２
００８－４０２９１号、特開２００８－６５１９６号、特開２００８－７６８４９号、特
開２００８－９６８１５号等の各公報に記載のものも使用できる。
【０２１４】
（ＴＮモード液晶表示装置）
ＴＮモードの液晶セルは、カラーＴＦＴ液晶表示装置として最も多く利用されており、多
数の文献に記載がある。
ＴＮモードの黒表示における液晶セル中の配向状態は、セル中央部で棒状液晶性分子が立
ち上がり、セルの基板近傍では棒状液晶性化合物が寝た配向状態にある。
【０２１５】
セル中央部分の棒状液晶性化合物に対しては、ホメオトロピック配向（円盤面が寝ている
水平配向）のディスコティック液晶性化合物もしくは（透明）支持体で補償し、セルの基
板近傍の棒状液晶性化合物に対しては、ハイブリット配向（長軸の傾きが偏光膜との距離
に伴って変化している配向）のディスコティック液晶性化合物で補償することができる。
また、セル中央部分の棒状液晶性化合物に対しては、ホモジニアス配向（長軸が寝ている
水平配向）の棒状液晶性化合物もしくは（透明）支持体で補償し、セルの基板近傍の棒状
液晶性化合物に対しては、ハイブリット配向のディスコティック液晶性化合物で補償する
こともできる。
【０２１６】
ホメオトロピック配向の液晶性化合物は、液晶性化合物の長軸の平均配向方向と偏光膜の
面との角度が８５～９５度の状態で配向している。
ホモジニアス配向の液晶性化合物は、液晶性化合物の長軸の平均配向方向と偏光膜の面と
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の角度が５度未満の状態で配向している。
ハイブリット配向の液晶性化合物は、液晶性化合物の長軸の平均配向方向と偏光膜の面と
の角度が１５度以上であることが好ましく、１５度～８５度であることがさらに好ましい
。
【０２１７】
（透明）支持体もしくはディスコティック液晶性化合物がホメオトロピック配向している
光学異方性層、もしくは、棒状液晶性化合物がホモジニアス配向している光学異方性層、
さらにはホメオトロピック配向したディスコティック液晶性化合物とホモジニアス配向し
た棒状液晶性化合物の混合体からなる光学異方性層は、Ｒｔｈレターデーション値が４０
ｎｍ～２００ｎｍであり、Ｒｅレターデーション値が０～７０ｎｍであることが好ましい
。
ホメオトロピック配向（水平配向）しているディスコティック液晶性化合物層およびホモ
ジニアス配向（水平配向）している棒状液晶性化合物層に関しては、特開平１２－３０４
９３１号および同１２－３０４９３２号の各公報に記載されている。ハイブリット配向し
ているディスコティック液晶性化合物層に関しては、特開平８－５０２０６号公報に記載
がある。
【０２１８】
（ＯＣＢモード液晶表示装置）
ＯＣＢモードの液晶セルは、棒状液晶性化合物を液晶セルの上部と下部とで実質的に逆の
方向に（対称的に）配向させるベンド配向モードの液晶セルである。ベンド配向モードの
液晶セルを用いた液晶表示装置は、米国特許４５８３８２５号、同５４１０４２２号の各
公報に開示されている。棒状液晶性化合物が液晶セルの上部と下部とで対称的に配向して
いるため、ベンド配向モードの液晶セルは、自己光学補償機能を有する。そのため、この
液晶モードは、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ Ｂｅｎｄ）液晶
モードと呼ばれる。
ＯＣＢモードの液晶セルもＴＮモード同様、黒表示においては、液晶セル中の配向状態は
、セル中央部で棒状液晶性化合物が立ち上がり、セルの基板近傍では棒状液晶性化合物が
寝た配向状態にある。
【０２１９】
黒表示にＴＮモードと液晶の配向は同じ状態であるため、好ましい態様もＴＮモード対応
を同じである。ただし、ＴＮモードに比べ、ＯＣＢモードの方がセル中央部で液晶性化合
物が立ち上がった範囲が大きいために、ディスコティック液晶性化合物がホメオトロピッ
ク配向している光学異方性層、もしくは、棒状液晶性化合物がホモジニアス配向している
光学異方性層について、若干のレターデーション値の調整が必要である。具体的には、（
透明）支持体上のディスコティック液晶性化合物がホメオトロピック配向している光学異
方性層、もしくは、棒状液晶性化合物がホモジニアス配向している光学異方性層は、Ｒｔ
ｈレターデーション値が１５０ｎｍ～５００ｎｍであり、Ｒｅレターデーション値が２０
～７０ｎｍであることが好ましい。
【０２２０】
（ＶＡモード液晶表示装置）
ＶＡモードの液晶セルでは、電圧無印加時に棒状液晶性化合物が実質的に垂直に配向して
いる。
ＶＡモードの液晶セルには、（１）棒状液晶性化合物を電圧無印加時に実質的に垂直に配
向させ、電圧印加時に実質的に水平に配向させる狭義のＶＡモードの液晶セル（特開平２
－１７６６２５号公報記載）に加えて、（２）視野角拡大のため、ＶＡモードをマルチド
メイン化した（ＭＶＡモードの）液晶セル（ＳＩＤ９７、Ｄｉｇｅｓｔ ｏｆ ｔｅｃｈ．
 Ｐａｐｅｒｓ（予稿集）２８（１９９７）８４５記載）、（３）棒状液晶性化合物を電
圧無印加時に実質的に垂直配向させ、電圧印加時にねじれマルチドメイン配向させるモー
ド（ｎ－ＡＳＭモード）の液晶セル（日本液晶討論会の予稿集５８～５９（１９９８）記
載）および（４）ＳＵＲＶＡＩＶＡＬモードの液晶セル（ＬＣＤインターナショナル９８
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で発表）が含まれる。
【０２２１】
ＶＡモードの液晶表示装置の黒表示において、液晶セル中の棒状液晶性化合物は、そのほ
とんどが、立ち上がった状態であるため、ディスコティック液晶性化合物がホメオトロピ
ック配向している光学異方性層、もしくは、棒状液晶性化合物がホモジニアス配向してい
る光学異方性層で液晶性化合物を補償し、別に、棒状液晶性化合物がホモジニアス配向し
、棒状液晶性化合物の長軸の平均配向方向と偏光膜の透過軸方向との角度が５度未満であ
る光学異方性層で偏光板の視角依存性を補償することが好ましい。
【０２２２】
（透明）支持体もしくはディスコティック液晶性化合物がホメオトロピック配向している
光学異方性層、もしくは、棒状液晶性化合物がホモジニアス配向している光学異方性層は
、Ｒｔｈレターデーション値が１５０ｎｍ～５００ｎｍであり、Ｒｅレターデーション値
が２０～７０ｎｍであることが好ましい。
【０２２３】
（その他液晶表示装置）
ＥＣＢモードおよびＳＴＮモードの液晶表示装置に対しては、上記と同様の考え方で光学
的に補償することができる。
【実施例】
【０２２４】
以下に実施例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。
以下の実施例に示す材料、使用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱
しない限り適宜変更することができる。したがって、本発明の範囲は以下に示す具体例に
より限定的に解釈されるべきものではない。
【０２２５】
（測定方法）
以下に本発明で使用した測定法について記載する。
【０２２６】
１．延伸温度
Ｋ熱伝対を耐熱テープにてフィルムに貼り付け、延伸ゾーンでのフィルム温度を測定した
。
【０２２７】
２．クリップ温度
Ｋ熱伝対を耐熱テープにてクリップに貼り付け、テンター入り口でのクリップ温度を測定
した。
【０２２８】
３．熱膨張係数
作製したフィルムを、サンプルフィルムの流延方向（ＭＤ）および横方向（ＴＤ）に、５
ｍｍ幅×３２ｍｍ長さのサンプル片を採取する。ＴＭＡ（理学電機（株）製、ＴＭＡ８３
１０）にて、荷重４０ｍＮ、昇温速度５℃／ｍｉｎの測定条件にて、４０℃～９０℃にお
ける間の平均熱膨張係数を測定した。
【０２２９】
４．弾性率・破断伸度
作製したフィルムを、幅１０ｍｍ、長さ１５０ｍｍにサンプリングし、テンシロン（東洋
ボールドウィン（株）製、テンシロン ＲＴＭ－２５）にて、引張り速度１０ｍｍ／ｍｉ
ｎ、測定温度２５℃の測定条件にて、弾性率・破断伸度を求めた。測定は３サンプル行い
、その平均値を実施例に載せた。
【０２３０】
５．膜厚（厚み）
膜厚測定機（小野測器製、ＳＴ－０２２）にてフィルム幅方向に等間隔に１０点測定し、
その平均値を求めた。
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【０２３１】
６．全光線透過率
日本分光製ヘイズメーターを用い、ＩＳＯ １３４６８－１に準拠して測定した。
【０２３２】
７．Ｒｅ，Ｒｔｈ
（１）製膜フィルムの両端５ｃｍずつスリットした後、全幅に亘り等間隔で５点サンプリ
ング（３ｃｍ×３ｃｍの正方形）した。この時正方形の各辺をＭＤ（製膜方向）、ＴＤ（
幅方向）に平行に切り出した。
（２）サンプルフィルムを２５℃・相対湿度６０％に５時間以上調湿後、自動複屈折計（
ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ：王子計測器（株）製）を用いて、相対湿度２５℃・６０％にお
いて、サンプルフィルム表面に対し垂直方向および、フィルム面法線から±５０°まで１
０°ずつ傾斜させて方向から波長５５０ｎｍにおけるレターデーション値を測定した。
（３）垂直（法線）方向から面内のレターデーション（Ｒｅ）、垂直方向、±１０～５０
°方向の測定値から厚み方向のレターデーション（Ｒｔｈ）を算出した。
（４）これらの５点の平均値を求め、Ｒｅ、Ｒｔｈとした。
【０２３３】
８．色味変化開始温度
液晶表示装置を、温度が２５℃、４０℃、５０℃、６０℃の可変室に１ｈｒ以上置き、表
示画像が、温度２５℃の時の画像の色味に比べて、変化した時の温度を記録した。
色味変化開始温度が「６０℃以上」であることが実用上好ましい。また、色味変化開始温
度が「５０～６０℃」であれば実用上許容できる範囲内である。一方、色味変化開始温度
がそれよりも低い温度であると実用的ではない。
【０２３４】
［実施例１］
（アクリルフィルムの製膜）
ＰＭＭＡ樹脂（旭化成ケミカルズ（株）製デルペット８０Ｎ）を９０℃の真空乾燥機で乾
燥して含水率を０．０３％以下とした後、安定剤（イルガノックス１０１０（チバガイギ
（株）製）０．３重量％添加し、２３０℃において窒素気流中下、ベント付２軸混練押出
し機を用い、水中に押出しストランド状にした後、裁断し直径３ｍｍ長さ５ｍｍのペレッ
トを得た。
このペレットを９０℃の真空乾燥機で乾燥し含水率を０．０３％以下とした後、１軸混練
押出し機を用い供給部２１０℃、圧縮部２３０℃、計量部２３０℃で混練し押出した。こ
のとき押し出し機とダイの間に３００メッシュのスクリーンフィルター、ギアポンプ、濾
過精度７μｍのリーフディスクフィルターをこの順に配置し、これらをメルト配管で連結
した。さらにスタチックミキサーは表１記載のものをダイ直前のメルト配管内に設置した
。
その後、３連のキャストロール上にメルト（溶融樹脂）を押出した。この時、最上流側の
キャストロールにタッチロールを接触させた。タッチロールは特開平１１－２３５７４７
号公報の実施例１に記載のもの（二重抑えロールと記載のあるもの、但し薄肉金属外筒厚
みは２ｍｍとした）を用いた。
この後、巻き取り直前に両端（全幅の各５ｃｍ）をトリミングした後、両端に幅１０ｍｍ
、高さ２０μｍの厚みだし加工（ナーリング）をつけ、３０ｍ／分で３０００ｍ巻き取っ
た。
【０２３５】
（延伸）
得られたアクリルフィルムをＭＤ延伸倍率５０％、ＭＤ延伸温度Ｔｇ、ＭＤ延伸速度１０
％／ｓｅｃ、ＴＤ延伸倍率５０％、ＴＤ延伸温度Ｔｇ、ＴＤ延伸速度１０％／ｓｅｃ、Ｌ
／Ｗ比５倍、クリップ温度Ｔｇ－５℃で二軸延伸した。この得られたアクリルフィルムを
実施例１のアクリルフィルムとした。
【０２３６】
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［偏光板作成]
（偏光子の作成）
厚さ８０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、５重量％（重量比：ヨウ素／ヨウ化カ
リウム＝１／１０）のヨウ素水溶液中で染色した。次いで、３重量％のホウ酸および２重
量％ヨウ化カリウムを含む水溶液に浸漬し、さらに４重量％のホウ酸および３重量％のヨ
ウ化カリウムを含む水溶液中で６．０倍まで延伸した後、５重量％のヨウ化カリウム水溶
液に浸漬した。その後、４０℃のオーブンで３分間乾燥を行い、厚さ３０μｍの偏光子を
得た。
【０２３７】
（セルロース系樹脂層付きアクリルフィルムの調製）
セルロース系樹脂（イーストマンケミカル社製、セルロースアセテートプロピオネート）
を酢酸ブチルに希釈（固形分濃度７．５重量％）した溶液を調製した。この溶液を、前記
実施例１のアクリルフィルムの片面に塗布し、１００℃のオーブンで３分間乾燥させ、セ
ルロース系樹脂層付きの偏光子保護フィルムを得た。セルロース系樹脂層の乾燥厚みは０
．８μｍであった。
【０２３８】
（ポリビニルアルコール系接着剤水溶液の調製）
アセトアセチル基変性したポリビニルアルコール樹脂１００重量部（アセチル化度１３％
）に対してメチロールメラミン２０重量部を含む水溶液を、濃度０．５重量％になるよう
に調整したポリビニルアルコール系接着剤水溶液を調製した。
【０２３９】
（偏光板の作成）
上記偏光子の片面に上記偏光子保護フィルムのセルロース系樹脂層の面が、もう一方の面
にはけん化処理されたトリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム（富士フィルム（株）
製フジタックＴ－６０、厚み６０μｍ）が接するように、上記で調製したポリビニルアル
コール系接着剤水溶液を用いて貼り合わせた。その後、７０℃で１０分間乾燥させて本発
明の実施例１の偏光板を得た。
【０２４０】
［実施例２～１２、比較例１～１２］
アクリル樹脂材料、ＭＤ延伸倍率、ＭＤ延伸温度、ＭＤ延伸速度、ＴＤ延伸倍率、ＴＤ延
伸温度、ＴＤ延伸速度、Ｌ／Ｗ比およびクリップ温度を下記表１に記載のとおりとした以
外は実施例１と同様にして、本発明実施例２～１２、比較例１～１２のアクリルフィルム
および実施例２～１２、比較例１～１２の偏光板を作成した。なお、下記表１中、アクリ
ル材料デルペット９８０Ｎは、無水マレイン酸単位を含むアクリル樹脂（旭化成ケミカル
ズ（株）製、商品名デルペット９８０Ｎ）を表し、Ｔｇは１１７℃であり、全モノマー中
無水マレイン酸１５モル％、スチレン１８モル％、メタクリル酸メチル６７モル％含有す
るものである。また、アクリル材料ラクトン環変性は、特開２００８－９３７８号公報[
０２２２]～[０２２４]の製造例１に従いメタクリル酸メチル=７５００ｇ、２-(ヒドロキ
シメチル)アクリル酸メチル２５００ｇから合成しラクトン化率９８％、Ｔｇ=１３４℃の
樹脂を表す。また、アクリル材料グルタル環変性は、特開２００６－２４１２６３号公報
[０１３０]～[０１３５]に従い合成した、グルタル酸無水物単位３２重量％、メタクリル
酸メチル単位６５重量％、メタクリル酸単位３重量単位、Ｔｇ＝１３８℃の樹脂を表す。
【０２４１】
４．評価
実施例１～１２および比較例１～１２のアクリルフィルムの各種物性を前記評価法にした
がって、評価を行った。その結果を下記表２に示す。さらに実施例１～１２および比較例
１～１２の偏光板をＩＰＳ型液晶表示装置（２６型ＩＰＳ液晶テレビモニター（２６Ｃ３
５００）、東芝（株）製）に組み込まれていた偏光板の代わりに組み込み、本発明の液晶
表示装置を製造し、該液晶表示装置の色味変化開始温度を前記評価法に従って評価を行っ
た。その結果を下記表２に示す。
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【表１】

【０２４３】
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【表２】

【０２４４】
表１において、比較例７のフィルムはＭＤ延伸後にフィルムが破断してしまったため、Ｔ
Ｄ延伸は行うことができず、評価もできなかった。また、表２において、比較例２、３、
６、８および９のフィルムはＴＤ延伸後にフィルムが破断してしまったため、評価ができ
なかった。
表１および表２から、実施例１～１２のＭＤ方向およびＴＤ方向の熱膨張係数がともに４
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０～１００ｐｐｍ／℃であるため、アクリルフィルムを用いた液晶表示装置の色味変化開
始温度が５０℃～６０℃か、６０℃以上であり実用上十分な性能を示した。一方、比較例
１～１２のアクリルフィルムのうち、破断しなかったアクリルフィルムはＭＤ方向および
ＴＤ方向の熱膨張係数が前記本発明の範囲を上回り、そのような比較例のアクリルフィル
ムを用いた液晶表示装置では色味変化開始温度が４０℃以下であるか、４０℃～５０℃で
あり、実用に絶え得る性能ではなかった。
また、ＭＤ方向およびＴＤ方向それぞれの延伸倍率および延伸温度、ＭＤ方向の延伸倍率
とＴＤ方向の延伸倍率の比が本発明の製造方法の範囲内であると、上記のような好ましい
性質を示す本発明のアクリルフィルムを得ることができることが判明した。
【０２４５】
（その他液晶表示素子の作製）
前記延伸アクリルフィルムを用いた本発明の偏光板を、特開平１０－４８４２０号公報の
実施例１に記載の液晶表示装置、特開平９－２６５７２号公報の実施例１に記載のディス
コティック液晶分子を含む光学的異方性層、ポリビニルアルコールを塗布した配向膜、特
開２０００－１５４２６１号公報の図２～９に記載の２０インチＶＡ型液晶表示装置、特
開２０００－１５４２６１号公報の図１０～１５に記載の２０インチＯＣＢ型液晶表示装
置に用いたところ良好な特性が得られた。
【０２４６】
（光学補償フィルムの作成）
（１）表面処理
上記延伸アクリルフィルムに下記条件でコロナ放電処理を行った。
電極：ＶＥＴＡＰＯＮＥ社製 Ｃｏｒｏｎ－Ｐｌｕｓ
ジェネレーター：ＣＰ１Ｃ
出力：９００Ｗ
フィルム搬送速度：６ｍ／分
【０２４７】
（２）光学異方性層用の配向膜の作製
これらの熱可塑性フィルム上に、下記の組成の塗布液を＃１６のワイヤーバーコーターで
２８ｍＬ／ｍ2塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに９０℃の温風で１５０秒乾燥し
た。
（２－１）配向膜塗布液組成
下記の変性ポリビニルアルコール ２０質量部
水 ３６０質量部
メタノール １２０質量部
グルタルアルデヒド（架橋剤） １．０質量部
【０２４８】
【化１５】

【０２４９】
（２－２）光学異方性層の作製
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向と同じ方向に回転させて、３０ｍ／分で搬送されている上記ロールフィルムの配向膜面
に連続的に塗布した。室温から１００℃に連続的に加温する工程で、溶媒を乾燥させ、そ
の後、１３５℃の乾燥ゾーンで、ディスコティック液晶化合物層にあたる膜面風速がフィ
ルム搬送方向に平行に１．５ｍ／ｓｅｃとなるようにし、約９０秒間加熱し、ディスコテ
ィック液晶化合物を配向させた。次に、８０℃の乾燥ゾーンに搬送させて、フィルムの表
面温度が約１００℃の状態で、紫外線照射装置（紫外線ランプ：出力１６０Ｗ／ｃｍ、発
光長１．６ｍ）により、照度６００ｍＷの紫外線を４秒間照射し、架橋反応を進行させ、
ディスコティック液晶化合物をその配向に固定した。その後、室温まで放冷し、円筒状に
巻き取ってロール状の形態にした。光学異方性層の厚みは１．３μｍであった。
また、得られた光学補償シートの弾性率を測定したところ２．４ＭＰａであった。
【０２５０】
（２－３）光学異方性層の塗布液組成
下記の組成物を、９７質量部のメチルエチルケトンに溶解して塗布液を調製した。
下記のディスコティック液晶性化合物（１） ４１．０１質量部
エチレンオキサイド変成トリメチロールプロパントリアクリレート
（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製 ４．０６質量部
セルロースアセテートブチレート
（ＣＡＢ５５１－０．２、イーストマンケミカル社製） ０．３４質量部
セルロースアセテートブチレート
（ＣＡＢ５３１－１、イーストマンケミカル社製） ０．１１質量部
下記フルオロ脂肪族基含有ポリマー１ ０．５６質量部
下記フルオロ脂肪族基含有ポリマー２ ０．０６質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバガイギー社製） １．３５質量部
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製） ０．４５質量部
【０２５１】
ディスコティック液晶性化合物（１）
【０２５２】

【化１６】

【０２５３】
【化１７】

【０２５４】
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【化１８】

【０２５５】
偏光板をクロスニコル配置とし、得られた光学補償シートのムラを観察したところ、正面
、および法線から６０度まで傾けた方向から見ても、ムラは検出されなかった。
【０２５６】
（３）偏光板の作製
上記光学補償アクリルフィルムを、上記偏光板作成方法と同様にして偏光板を作成した。
【０２５７】
（４）ＴＮ液晶パネルでの評価
ＴＮ型液晶パネルを使用した液晶表示装置（ＭＤＴ－１９１Ｓ、三菱電（株）製）に設け
られている一対の偏光板を剥がし、代わりに上記の作製した偏光板を、光学補償フィルム
が液晶セル側となるように粘着剤を介して、観察者側およびバックライト側に一枚ずつ貼
り付けた。観察者側の偏光板の透過軸と、バックライト側の偏光板の透過軸とは、Ｏモー
ドとなるように配置した。本発明を実施したものは像の歪みのない良好な特性を示した。
【０２５８】
（反射防止フィルムの作製）
本発明の延伸アクリルフィルムを発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５）の実
施例４７に従い低反射フィルムを作製したところ、良好な光学性能が得られた。
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